
款 3 項 4 目 2 事業 2

係名

50 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 件

2 件

3 件

4 件

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

3.09

5,816 6,602

291,798

特記事項

93.4

72.8

1.48 1.68 2.00

4,682

688

46,468

11,564

既定事業

3.10

（内）再任用職員分

再任用職員数

33.54

45,571

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

45,571

0

688

13,152

15.4

45,829

15,0547,720

15.0

302,991

0

203,988

0

施設維持管理

272,000

活動指標（1）

印鑑登録証明書交付件数

（代）印鑑登録証明書交付件数

3,517

33.14

4.27
3.00

事業費

688

4,159

0

688

0

常勤職員数

25年度予算執行率（%）

25年度

74.8

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

26,200

203,573

4,569

74.8

3.90

29,300

706

2.00

34.17

465

9

205,000

4,832

31.74

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

27,35329,300

203,573

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

連絡先
電話番号

予算事業区分

1112

実績

27,353

（代）印鑑登録件数

26年度
計画

93.4

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

事業開始

計画
区分

印鑑登録件数

杉並区事務手数料条例

根拠
法令
等

杉並区印鑑条例、同規則

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

印鑑登録者

29,300

205,437

25,760

活動指標（2）

単位
23年度

29,300

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○正確かつ確実に印鑑登録情報を管理し、印鑑登録証明
書が必要な区民に対し、証明書を交付する。

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

272,000

実績

205,437

実績

26,114

86

4,992

0

26,114

272,000 20,500

26,200

成果指標名（1)

203,988 272,000

0

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

住民記録係
昨年度

整理番号

事務事業名

区民生活部区民課担当部課名

印鑑登録事務 86

8,498

成果指標名（2)

25,760

○区民の印鑑登録申請を受け、登録者に印鑑登録証を交
付する。
○印鑑登録証明書交付申請(印鑑登録証提示)により、印鑑
登録証明書を交付する。

0

31.67

273,312

8,340

0

0

10,708

33.92

0

47,892

294,887（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

312,257

（内）非常勤職員分

0

10,618 10,777

295,104

8,340

46,468

314,913

3.40

292,889

3.00

273,916

9,452

7,720

294,946

315,779

0

8,525

266,428 269,342

12,122

45,571

14.7

0

15.4

0

257,420

45,032

45,032

14.7

0

0

0

特定財源計
(16+17+18+19)

14.5

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

47,892

269,311

45,829

311,104

12,059

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

受益者負担分

都からの
補助金等

45,571

0

263,212

〈執行残の理由〉
　主に印鑑登録証カード等の
作成数が減少したことによるも
のです。

0

0

247,857

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

 　平成２６年１２月から導入予定の証明書コンビニ交付サービスの早急な利用率向上を図り、現在の証明書自動交付機によ
る証明書交付からコンビニ交付サービスによる交付への移行を推し進めていきます。

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

印鑑登録証カード等作成、申請書等印刷費

86整理番号

インプリンター購入、修理費

　印鑑登録証明書は、区民の契約行為において重要な役割を持っていますが、現在まで印鑑登録事
務は正確かつ適正に行われています。また、平成２６年１２月導入予定の証明書コンビニ交付サービス
の円滑な事業開始のため、関係部署との連携を図りながら着実に取り組んでいく必要があります。

　印鑑登録申請において、必要な本人確認資料が揃わず即時登録できないことに対する苦情がありま
す。また、生分解性カードを所持している方からのカード破損の連絡があり、定期的に交換の勧奨を
行っていますが、まだ生分解性カードを所持されている方がいらっしゃいます。

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

263

464

84

○証明書自動交付機による印鑑登録証明書交付件数は、全交付件数の約８５％となっています。

　平成１３年４月に導入された証明書自動交付機の安定した稼働と平成２６年１２月導入予定の証明書
コンビニ交付サービスによって、一層の区民サービス向上が図られると予測されます。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          
規模

消耗品購入  ほか

（1）主な取組

評価と課題

2,706

○平成２４年７月から、外国人住民についても本事業の対象者となりました。また、外国人住民も証明
書自動交付機用カードの発行が可能となり、自動交付機から印鑑登録証明書の交付を受けられるよう
になりました。
○印鑑登録者数：平成２５年度末２９９,６３０人、うち証明書自動交付機利用可能な印鑑登録証２３３,７
１７枚
○住民基本台帳の登録人口：昭和５０年１月１日現在５３４,８７２人、平成２６年１月１日現在５４２,９５６6
人（内、外国人１０,７０９人）

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

郵送費

内　　　容

その他（

事業費（千円）

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 3 項 4 目 2 事業 3

係名

38 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 件

2 基

3 件

4 基

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

42,526

0

46,371

都からの
補助金等

46,371

20,331

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

00

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

46,105

0

受益者負担分

0.0 0.0

45,411

0

0.0

42,909

0

0

43,368 42,909

23,557

0

0

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

43,368

（内）非常勤職員分

40,139

19,365

4.20

0

0.00

42,526

0.00

36,678

0

46,105

27,209 23,053

36,540

00

34,779

0

0

成果指標名（2)

1,841

○住居表示：届出に基づき、基準により住居番号を付定す
る。
○案内板：公共サイン（地図サイン・誘導サイン）等を要所に
設置し、維持管理する。

0

37,454

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

区民生活部区民課担当部課名

住居表示の管理 87

87

8,613

2,101

216 197

2,000

成果指標名（1)

229 229

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

229

実績

248

住居表示：新築等の建物の所有
者、住居表示実施後の住所確
認が必要な者
案内板：通行人等の地図利用者

1,695

248

1,841

活動指標（2）

単位
23年度

1,695

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○住居表示：街区に接する建物の順に住居番号を付番する
ことで、わかりやすい住居表示を維持管理し、建物の住居表
示を明確にする。
○案内板：利用者が現在地や目的地を把握できるようにす
る。

事業開始

計画
区分

住居表示の付定件数

住居表示に関する条例、同施行規則

根拠
法令
等

住居表示に関する法律、同施行令

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

連絡先
電話番号

予算事業区分

1103

実績

2,196

（代）住居表示の付定件数

26年度
計画

109.8

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

2,1962,000

197

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

実績

0.00

2,000

4,874

0.00

4.34

4,237

197

8,651

25年度

86.0

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

2,000

197

8,733

86.0

4.51

0.00
0.00

事業費

4,564

3,229

194

2,144

251

常勤職員数

0

229

施設維持管理

216

活動指標（1）

案内板の設置数

（代）案内板の設置数

7,747

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

4,466

0

0.0

0

0

4.34

0

受益者負担比率
（16÷14）

0

22,706

（内）再任用職員分

再任用職員数

0

2,101

45,411

0

4.25

0.00

6,369

3,603

4.03

既定事業

特記事項

109.8

89.6

0.0

25年度予算執行率（%）

○２５年度と比較し、２６年度は
地図面の老朽化による板面の
交換修理が多かったため、事
業費が増加しました。0.00 0.00

0.000.00

0 0

37,758

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

件

件

枚

）

（1）主な取組

評価と課題

675

ＩＴ（情報技術）による電子地図情報の利用が高度化し、社会生活の情報基盤となっています。
住居表示は地図情報の基盤として、関連事業体等からの利用ニーズが高まっています。

内　　　容

その他（

事業費（千円）

105

270

住居表示管理システムの維持管理

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

街区表示板の維持管理 950

2,183

住居表示の付定件数は２,１９６件、住居表示実施証明書の発行件数は２９２件でした。
街区表示板の整備委託について、平成２４年度におこなった区内全域の設置状況調査に基づき、平
成２５年度は区内全域を対象に、貼り替え及び補修を行いました。
住居表示案内掲示板の老朽化に伴い、撤去を行いました。
地図面が老朽化したため、案内（地図）サイン４基、すまい案内板２基の板面の交換をしました。

3,834

住居表示は区民生活の基盤ですので、引き続いて事業の重要性が高まることが予測されます。
電子地図情報の利用が高まる中、地図情報の基盤として、関連事業体から情報提供の依頼が増加す
ると思われます。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

2,488

規模

37

事務用品　ほか

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

住居表示案内掲示板、公共サインの維持管理

住居表示台帳の電子化により、個人情報を保護した状態で台帳の情報提供が容易になりました。
宅地開発による同住居番号の建物が増え、郵便物の誤配等の不都合が生じていました。
その解消のため、袋小路状の区域に通常の方法では同住居番号になる建物が多数建つ場合、周囲と
違う住居番号を付けて区別しました。また既存の建物が同住居番号の場合、申し出により枝番号を追
加できるようにしました。
しかし、袋小路状の区域の住居番号のつけ方は案内板がないとわかりにくく、また枝番号は「共同住宅
のようだ」と敬遠される方もいます。

住居表示に関して、宅地の細分化などにより同一の住居番号の建物が増え、郵便物等の誤配などの
不都合が生じています。
プライバシー等の理由から、住居番号表示板を掲示したくないという意見が聞かれるようになっていま
す。

住居表示の付定・住居表示実施証明発行

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

現在の住居表示管理システムの業務契約が平成２９年２月で満了になるため、次のシステムについて検討していく必要があり
ます。
街区表示板の整備委託は、平成２４年度におこなった区内全域の設置状況調査に基づき、平成２５年度は区内全域を対象
に、貼り替え及び補修を行いました。平成２６年度からは区内を5区域に分割し、１区域ごとに街区表示板の設置状況調査と、
表示板の貼り替え及び補修を同一年度のうちに行います。
今後の整備が滞りなく行われるよう、平成２６年度の委託内容や、その結果を踏まえた平成27年度以降の委託内容の検討が
必要になります。

87整理番号

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 3 項 4 目 3 事業 1

係名

13 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

1 (2)

(1)

(2)

1 件

2

3

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0.00

0 0

23,403

特記事項

98.4

0.00 0.00 0.00

117,749

22,289

0

既定事業

0.00

（内）再任用職員分

再任用職員数

2.69

0

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

13,802

0

0.0

0

00

0.0

115,989

634 0

施設維持管理

活動指標（1）

91,183

2.75

0.00
0.00

事業費

27,069

102,232

422

18,097

2,922

常勤職員数

25年度予算執行率（%）

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

91,480

0.00

22,954

0.00

2.67

13,567

563

92,685

2.84

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

連絡先
電話番号

予算事業区分

1102

実績

815,586

26年度
計画

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

事業開始

計画
区分

区民事務所等事務処理件数

根拠
法令
等

杉並区組織規則

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

区民事務所等来所者

活動指標（2）

単位
23年度

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

各種証明書の発行、転出入手続き等を迅速・正確に行うとと
もに、区民生活の多様化に対応するため、休日・夜間窓口
開設等を行い、区民が信頼して利用できるサービスの提供
を実現する。

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

実績 実績

89

127,811

0

829,896

成果指標名（1)

0

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

区民生活部区民課担当部課名

区民事務所等の管理・運営 88

0

成果指標名（2)

815,586

○区民事務所等窓口および証明書自動交付機の維持・運
営にかかる事務
○区民事務所等窓口および証明書自動交付機の整備に関
する事務

0

2.64

22,783

0

0

0

140

2.72

0

0

23,042（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

126,707

（内）非常勤職員分

0

23,664

0

0

141,413

0.00

113,966

0.00

24,509

0

0

24,475

115,727

0

0

126,707 141,413

155

0

0.0

0

0.0

0

115,989

0

0

0.0

0

0

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

115,727

0

151,214

170

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

受益者負担分

都からの
補助金等

0

0

151,214

0

0

113,966

実行計画事業平成 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

所

所

）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

駅前事務所賃借料

88整理番号

施設保守管理委託

行財政改革基本方針の取り組み項目である「区民サービス窓口の整備」は、平成２４年度からの検討
を経て取り組み方針、さらには実行計画を策定し、区民の利便性の確保とより適正な窓口サービスの
提供に向けた取り組みを明確にすることができました。今後は、その具体的な取り組みを区民に丁寧に
説明しながら、着実に進めていく必要があります。

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

5,664

4

4,914

6,090

区民サービス窓口整備について、今後の取組方針と実行計画を決定しました。第１には、コンビニ交
付を平成２６年１２月から導入し区民の利便性向上を図ります。第２には、区民事務所等の適正配置と
して区内の７地域を基本に再編整備し、第３には新たな窓口の名称を「区民事務所」として統一し、平
日夜間窓口については、週１回、土曜窓口は月２回開設します。なお、本庁は土曜窓口のみ開設しま
す。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

4

規模

消耗品購入、通信運搬費、工事請負費　ほか

3,615

（1）主な取組

評価と課題

70,900

光熱水費

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

公金移送業務等委託

内　　　容

その他（

事業費（千円）

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 3 項 5 目 3 事業 2

係名

24 年度 目標 施策
計画
事業

1 (1)

(2)

(1)

(2)

1 人

2

3

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0.00

0 0

870

特記事項

55.9

0.00 0.00 0.00

144,220

0

0

4,057

既定事業

0.00

（内）再任用職員分

再任用職員数

0.10

0

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

0

0

0.0

0

00

0.0

13,794

0 0

施設維持管理

活動指標（1）

8,184

0.00

0.00
0.00

事業費

0

57,815

0

0

0

常勤職員数

25年度予算執行率（%）

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

3,400

12,931

0.00

3,300

0

0.00

0.10

0

0

14,635

0.10

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

連絡先
電話番号

予算事業区分

実績

3,177

26年度
計画

96.3

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

事業開始

計画
区分

参加者（会員）数

杉並区中小企業勤労者福祉事業に関する条例施行
規則

根拠
法令
等

杉並区中小企業勤労者福祉事業に関する条例

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

区内中小企業の勤労者・事業主
及びその家族、区内に在住する
区外の中小企業の勤労者

活動指標（2）

単位
23年度

4,000

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○中小企業の勤労者に対し勤労者福祉事業を実施すること
により、中小企業の勤労者の福祉の増進を図り、中小企業
の振興に寄与する。

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

実績 実績

100

144,221

0

3,180

成果指標名（1)

0

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

昨年度
整理番号

事務事業名

政策経営部財政課担当部課名

中小企業勤労者福祉事業会計繰出金 98

0

成果指標名（2)

3,913

○勤労者・事業主及びその家族に対する総合的な勤労者
福祉事業の実施：事業費の繰出

0

0.10

863

0

0

0

2,848

0.10

0

0

863（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

57,815

（内）非常勤職員分

0

36,273 4,696

870

0

0

145,090

0.00

9,047

0.00

863

0

0

0

15,498

0

0

57,815 145,090

14,775

0

0.0

0

0.0

0

13,794

0

0

0.0

0

0

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

15,498

0

145,091

45,626

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

受益者負担分

都からの
補助金等

0

0

145,091

平成23年度まで財団法人杉並
区勤労者福祉協会が実施して
いた中小企業勤労者福祉事業
を、24年度から区が引き継いで
実施しています。
中小企業勤労者福祉事業につ
いては、「中小企業勤労者福
祉事業特別会計」を設置し、管
理経費など必要な予算を一般
会計から特別会計に繰出をし
ています。

0

0

9,047

実行計画事業平成 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

中小企業勤労者福祉特別会計への繰出金

98整理番号

中小企業勤労者福祉事業の実績に応じて、必要となる財源を一般会計から繰出し、特別会計を保管
することで、円滑な事業運営が図られます。

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

0

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          
規模

（1）主な取組

評価と課題

8,184

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

内　　　容

その他（

事業費（千円）

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 3 項 5 目 4 事業 4

係名

21 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 件

2

3 人

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

その他の
補助金等

0

237,619

239,359

13,559,500

509,476

特定財源計
(16+17+18+19)

216,952

2,314

0.0

19,980

0.0

0

156,314 13,043

2,004

100,590

1,726

214,946

0.000.00

0.00

成果指標（2）

事業費

175,727

509,476

（内）投資的経費等

非常勤職員数

常勤職員数

0.00

0

442,104

0

0.26

（内）委託費

職
員
数

0.23

237,619

0 0

0.23

1,726

0

5,496,000

0

1,985

0

2,001

0 0 0

00

0

0

19,980

0

2,314

0.0 0.0

0

214,946

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1）
整理番号

企画課
昨年度

整理番号

事務事業名

政策経営部企画課担当部課名

緊急雇用創出臨時特例交付金事業 100

102

16

連絡先
電話番号

予算事業区分

1415

実績

4

雇用創出人数

26年度
計画

133.3

活動指標名（式）

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

3716

補助金対象事業における新規雇用の就業者
数

2

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

求職中の失業者を中心とする補
助金対象事業への就業者

○求職者の臨時的・一時的なつなぎ就業の機会の提供し、
安定的な求職活動ができるように支援する。

施設維持管理

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

計画

活動指標（2）

単位
23年度

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

成果指標名（1)

活動指標（1）

成果指標名（2)

22 5

350

0

0.20

25年度予算執行率（%）

0.20

事業開始

実績

3

100,590

0.20

実績

190

○急激な経済情勢の変動により、離職を余儀なくされた非正
規労働者及び中高年齢者等に対して、臨時的・一時的なつ
なぎ就業の機会を提供するとともに、安定的な求職活動がで
きるように支援するため、国の交付金を受けて東京都が造成
した基金による「緊急雇用創出事業臨時特例補助金」を活
用して、委託もしくは直接実施による雇用創出事業を行う。

区分

46
指
標 成果指標（1）

0

0.0

0

0

102,316

0

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

511,790

（内）非常勤職員分

23,263,182

受益者負担分

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

0

0.0

237,619509,476

1,740
受益者負担比率
（16÷14）

財
源

22,193

0.00
0.00

0.00

20,467

7,397,667

20,467

21,984

1,7262,006

0

都からの
補助金等

100,590

国からの
補助金等

214,951

（内）再任用職員分

再任用職員数 0.00

0

51,158,000

0

47,871,800

00

13,023

19,999

0.00

0

0 0

1,740

0

0.00

1,726

0.00

00

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

臨時事業

特記事項

231.3

97.7

算定式・指標
の説明等

25年度

70

事業数

緊急雇用創出事業臨時特例補助金交付要綱　＊都
要綱

根拠
法令
等

東京都緊急雇用創出事業実施要綱　＊都要綱

計画
（目標値）

100,59020,467

実行計画事業平成 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

人

人

人

人

）

内　　　容

その他（

事業費（千円）

1,325

（1）主な取組

評価と課題

0

1

区内道路ネットワーク整備のための道路調査及び指定道路調書作成（委託）

　平成25年度においては、平成24年度に実施した雇用創出事業であって、かつ被雇用者の雇用期間
を更新できる場合に限り平成25年度まで延長できることとなっていたため、継続事業3事業を実施しまし
た。また、年度途中に追加された「起業支援型地域雇用創造事業」についても、応募を行い追加実施
しました（1事業）。
　本事業は国の交付金事業であり、平成23年度をもって終了する予定でしたが、国の要綱改正によっ
て平成24～26年度も継続実施されています。今後については、国の動向を注視していきます。

　本事業への住民からの意見・要望はありませんでした。

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

6

規模

26

8,277

4

特別支援教育の支援②（通常学級支援員）

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

特別支援教育の支援①（特別支援学級介助員）

100整理番号

電子教科書利活用等支援（委託）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅱ　事業の方向性

　完全失業率、有効求人倍率については好転の兆しが見えます。

事業開始当初から
現在までの変化

　完全失業率（国）Ｈ21年3月　4.8％→H25年3月　3.6％（総務省「労働力調査」より）
　有効求人倍率（全国） Ｈ21年3月　0.53倍→H25年3月　1.07倍
　　　　　　　　　（都）　 Ｈ21年3月　0.80倍→H25年3月　1.53倍　　 （厚労省「職業安定業務統計」より）

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

5,652

4,745

　平成25年度は、「重点分野雇用創出事業（教育・研究分野）」で2事業、「震災等緊急雇用対応事業」
で1事業、及び「起業支援型地域雇用創造事業」で1事業の、計4事業を実施しました。すべての事業
併せて37人の新規雇用（うち若年者は6人）を生み出すことができました。

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

　本事業は国の交付金事業であり、国の制度設計によるところが大きいため、引き続き国の動向に注視していきます。その上
で、交付金の趣旨に沿い、要件を満たすものであれば、今後も積極的に活用、実施していく予定です。

Ⅰ　事業コストの方向性 拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 4 項 1 目 1 事業 1

係名

50 年度 目標 施策
計画
事業

1 (1)

(2)

(1)

(2)

1 人

2 人

3

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0

0.0

都からの
補助金等

63,313

35,015

財
源

64,46341,413 59,590

「総事業費・コスト把握」中の常
勤職員数について、平成23年
度までは予算事務事業にはな
い業務にも従事職員を割り
振っていましたが、平成24年度
から従事職員を係内すべての
事務事業に割り振りました。上
記の方法での平成23年度の常
勤職員実績は 3.47人 です。

0

0

58,791

0

59,590

0

0

0.0

0

60,908

0

人
件
費

20,648

0

2,750

41,413 64,463

22,692

0

事業費

0

1.00

58,791

1.00

30,637

2,780

1.00
1.00

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

00

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

00

受益者負担分

0.0

137

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

（内）非常勤職員分

0

0

63,313

3.71

32,017

2,780

0

0

32,056

4.79

0

0

30,637

34,335 32,456

41,673

2,7802,750

1.00

3.55

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

1342

職員

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

1,825

○部の各課に共通する経費（事務用消耗品の購入、職員へ
の旅費の支給等）の経理事務を行う。
○部調整会議を開催し、中央・部進行管理事業の進捗の把
握や部内の課題事項の対応方針を決定するなど、区の保健
福祉行政の調整を図る。
○地域福祉推進区市町村包括補助金等、関係各課で執行
される事業に対する補助金について、補助申請から実績報
告までを一括で行い、歳入の確保に努める。
○その他部内における課題についての調整を行う。

0

0

24,023

0

1,841

成果指標名（1)

1.00

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

庶務係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部管理課担当部課名

保健福祉部一般管理 101

103
連絡先

電話番号

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

471

実績

425活動指標（2）

単位
23年度

1,844活動指標（1） 1,836

24年度

既定事業予算事業区分

○部全体に共通する庶務的経費の経理を一本化すること
で、円滑かつ効率的に組織運営を行なえるようにする。

計画
区分

保健福祉部常勤職員数

内部管理

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

実績

施設維持管理

実績

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

算定式・指標
の説明等

杉並区職員の旅費に関する条例

根拠
法令
等

杉並区組織条例

事
務
事
業
の
概
要

成果指標名（2)

事業開始

1,834

26年度
計画

99.9

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

22,313 25年度予算執行率（%）

25年度

98.3

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

1,836

23,63120,134 90.2

463 502

保健福祉部再任用職員・嘱託職員数

176

17,685

0

40

0

常勤職員数

0

445446

20,040

2.32

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

140154

特記事項

3,080

0.0

0

3,8603,860

136

00

0

（内）再任用職員分

再任用職員数

4.20

0

0.0

60,908

3,860

3.55

1.00

0

33,174

0.00 0.00

1.001.00

0 0

36,540

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

人

）

225

（1）主な取組

11,565

事業開始当初から
現在までの変化

規模

郵券等

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

内　　　容

その他（

事業費（千円）

73

評価と課題

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

0

312

製版印刷機保守及び賃借料

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

専門派遣研修等の実施 1,574

6,697

常勤職員（再任用職員含む）の旅費延べ人数：9714人
非常勤職員の旅費延べ人数：487人
部調整会議開催回数：24回
保健福祉計画改定準備

再生紙及び事務機消耗品等の購入

　保健福祉部の職員に共通する経費を一本化することで、事務を効率的にしています。常勤職員の旅
費については庶務事務システム利用により円滑な事務処理が行われていますが、非常勤職員の旅費
処理は紙での処理であり、内容の確認、修正等に時間がかかっています。
　今後も部内各課の業務が円滑に実施できるよう部内の連絡調整の強化と効率的な予算執行を図りま
す。
　総合計画・実行計画や保健福祉計画の改定にあたっては、部内の方向性や整合性を図るなど、部
内の調整を行う必要があります。

0

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

保健福祉部各所職員の出張旅費の支給

101整理番号

今後の予測

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 4 項 1 目 1 事業 3

係名

23 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 件

2 人

3 件

4 ％

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0.00

0 0

27,840

既定事業

特記事項

55.0

94.0

0.00 0.00

3.50

0.00

50,392

112

49,080

8,015

0.00

29,34228,014
（内）再任用職員分

再任用職員数

3.20

0

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

46,758

46,758

117

0.0

0

00

82,550

0

7,793 8,134

0

14,122

0

施設維持管理

15,000

活動指標（1）

協議会・研修参加者数

委員定数充足率

現員数÷定数　（4月1日時点）

51,189

3.71

0.00
0.00

事業費

116

50,294

0

57

0

常勤職員数

25年度予算執行率（%）

25年度

100.4

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

10,300

95.8

52,345

95.8

実績

0.00

10,300

120

0.00

3.40

68

0

15,000

54,436

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

1120

15,055

相談・支援件数÷区人口×1,000人

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

連絡先
電話番号

予算事業区分

1355

実績

6,032

区民1,000人あたりの民生委員・児童委員が対
応した相談・支援件数

26年度
計画

58.6

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

事業開始

計画
区分

民生委員・児童委員が対応した相談・支援件数

民生委員法施行令

根拠
法令
等

民生委員法

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

民生委員・児童委員
民生委員児童委員協議会

20

95.4

13

活動指標（2）

単位
23年度

10,300

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○民生委員・児童委員が、支援を必要とする地域住民に対
し相談支援活動を円滑に行えるようにする。
○民生委員・児童委員の福祉知識を高め、福祉相談の担い
手としての資質を向上させる。

成果指標名（1)

96.8 100.0

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

15,000

実績

14,108

52,427

0

6,756

100.0 100.0

2013

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

地域福祉係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部管理課担当部課名

民生（児童）委員活動 103

105

3.22

成果指標名（2)

6,890

○実務研修や、部会のテーマ別に行われる事項別研修を実
施し福祉知識を向上させる。
○地区協議会が行う施設見学や講演会等の自主研修に対
する経費の一部を助成する。
○民生委員・児童委員の調査、相談等の活動への支援を行
い、活動費を支給する。

0

0 00

0

4.17

35,987

0

0

46,240

14,452

0.00

87,176

0.00

30,205

0

83,778

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

83,313

（内）非常勤職員分

33,019

0

12,092

0

0

78,406

0

46,875

80,267

49,080

0

0

36,438 31,648 34,698

0.0

受益者負担分 0

0.0

0

0.0

48,814

33,736

0

46,240

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

48,73146,875

都からの
補助金等

0

11,605

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

48,731

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

48,814

0

31,536

0

0

40,936

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

件

件

）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

災害時要援護者の個別避難支援プランをケアマネージャー等が作成できるよう負担軽減を図っていますが、新たな負担増や
個人情報管理の危険性など、問題が浮上しています。これらを改善していくと共に、平成25年度の一斉改選以降、欠員地区
が多いため、欠員補充への対策が必要です。

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

民生委員児童委員協議会事務費など

平成23年度から安心おたっしゃ訪問事業等、新たな事業に協力しています。地域の最前線で活動す
る民生委員・児童委員として大きな成果を上げていると言えます。また、災害時要援護者の個別避難
支援プランをケアマネージャー等が作成できるよう負担軽減を図っています。しかし、新たな負担増、
委員自身や家族の健康問題等から任期途中で退任する委員が増え、その後任探しが難航している例
があるため、欠員補充が課題です。

平成23年度から安心おたっしゃ訪問事業、乳幼児健康診査に伴う地域訪問事業への協力が始まりま
した。このような事業への協力から民生委員・児童委員の訪問活動は増加し、悩みを持った地域の方と
関わる・つながる機会が増加しています。地域における身近な相談役としての民生委員・児童委員へ
の期待はさらに高まっている反面、民生委員・児童委員の負担増の解消が課題となっています。
また、区民の個人情報保護に対する要求も強さを増しており、民生委員児童委員協議会において個
人情報管理についての確認を徹底する必要があります。

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

0

活動費

103整理番号

高齢者や障害者の孤立死、若年の親やひとり親による児童虐待等が問題視される昨今、地域のつな
がりの中心を担う民生委員・児童委員の見守り・訪問活動の強化がより強く求められます。平成25年度
は一斉改選の年でしたが、改選後は以前よりも欠員地区が増えてしまいました。迅速に欠員補充を行
うとともに、新任委員へのサポートが重要になってきます。

事業開始当初から
現在までの変化

今後の予測

633

（1）主な取組

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

4,895

規模

評価と課題

42,219

昭和25年当時、民生委員・児童委員の定数は140名でしたが、人口の増加や社会福祉分野での活動
領域の拡大に伴って増員され、現在の定数は432名となっています。また、協議会への助成開始当
初、地区協議会は7地区でしたが、昭和48年からは13地区となりました。平成6年からは、児童福祉分
野を専門に担当する主任児童委員が各地区に配置されました。また、当初は生活保護対象者への支
援が主な役割でしたが、現在では、高齢者、児童、障害者等福祉全般に幅広く携わるようになってきま
した。

1

民生委員推薦会委員報酬など

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

民生委員児童委員協議会に対する補助金の支給 6,062

2,275

○実務研修、事項別合同研修等の研修を行い、民生委員・児童委員の資質向上に取り組みました。
○四者協議会では地域の児童福祉問題の解決のために、様々な関係機関との連携を深め、組織的な
援助活動を行える体制づくりに取り組みました。
○たすけあいネットワーク、高齢者安心おたっしゃ訪問、入浴券配布、乳幼児健康診査に伴う地域訪
問などの事業への協力を行いました。

内　　　容

その他（

事業費（千円）

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 4 項 1 目 1 事業 4

係名

41 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 件

2

3 人

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0

（内）再任用職員分

再任用職員数

0.00

3,132 6,041

0

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

623

0

常勤職員数

0

0

0.00

0

0.36

194

0.37

0.00

0

0

206,561

00

0

活動指標（1）

196,364事業費

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

3,000 87.9

97.8

2,500

25年度予算執行率（%）

0.70

0.00

200,520

623

0.00

特記事項

0.68

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

施設維持管理

根拠
法令
等

事
務
事
業
の
概
要

連絡先
電話番号

予算事業区分

1342

実績

103,423

杉並区社会福祉協議会賛助会員数

26年度
計画

社協のサービス利用者及び事業参加者延べ人数

杉並区社会福祉協議会補助金交付要綱

社会福祉法人に対する助成の手続に関する条例

274 523197

0

実績

0

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

対象

社会福祉法人杉並区社会福祉
協議会

2,693

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○杉並区社会福祉協議会の自主的な取り組みを強化するこ
とにより、地域における福祉活動を活性化する。

実績

108,253

指
標

計画
（目標値）

活動指標（2）

単位
23年度

成果指標（1）

成果指標（2）

計画
区分

2,493

0

2,843

0

189,993 198,514

成果指標名（1)

算定式・指標
の説明等

200,870

2,643

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

庶務係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部管理課担当部課名

社会福祉協議会に対する助成等 104

106

既定事業

成果指標名（2)

109,745

○杉並区社会福祉協議会に対して、職員の人件費及び地
域福祉活動等に係る経費の一部を補助する。
○生活保護及び各貸付金制度等の適用を受けられない生
活困窮者に対し、社会福祉協議会に委託し、生活費や交通
費等の支給を行う。

活動指標名（式）

25年度

事業開始

0

201,757

3,5386,525

0

0.00

0

0.41

0.00

0

0

0.00

0

0.000.00

0.75

0

0

202,232

0.00

204,408

5,868（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

193,286

（内）非常勤職員分

3,293

204,408 202,232

0

1,761

0

0

0

1,955

205,039

0.0

受益者負担分

0.0 0.0

206,561

0

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

00

受益者負担比率
（16÷14）

都からの
補助金等

193,286 205,039

0.0

204,889

1,894

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

0

204,889

「指標」中の活動指標につい
て、見直しを行い、『杉並区社
会福祉協議会賛助会員数』か
ら『社協のサービス利用者及び
事業参加者延べ人数』と変更
いたしました。また、成果指標
については、『杉並区社会福祉
協議会賛助会員数』といたしま
いした。

0

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

　区では負担の公平性の確保の面から、受益者負担の見直しを行っており、杉並社協においても補助
金や自主財源に基づく事業の受益者負担の見直しが求められると予測されます。

　杉並区社会福祉協議会は平成26年度から平成30年度までの5カ年計画として、新たな実施計画を策定し、地域の福祉力向
上に向け取り組んでいます。新たに策定した実施計画の進捗管理を十分に行うとともに、業務単位での評価や業務の方向性
を見極めていく必要があります。また、区が行う経営評価を有効活用し、必要な支援と助言を行い、業務改善や適切で安定的
な運営を支援していきます。

Ⅱ　事業の方向性

委託料ほか

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

Ⅰ　事業コストの方向性

人件費

104整理番号

今後の予測

　区は、杉並区社会福祉協議会の使命・役割である「ささえあう地域づくり」に向けた取組に対して、そ
の人件費等を補助し必要な支援をすることで地域福祉の推進を図っています。
　東日本大震災後、人と人とのつながりが見直される中、地域福祉のネットワークを構築するため、引
続き必要な支援と連携を図っていきます。

　杉並社協の人件費等を補助することにより、住民主体による地域の福祉向上を推進する杉並社協の
安定した運営を図りました。また、地域でのたすけあいにより、高齢者等が住み慣れた地域で生活を送
れるよう、日常生活における家事・介護援助をする「住民参加型のサービス」について補助を行い、円
滑な事業の推進を支援しました。
　首都直下型地震などの災害発生に備え、「災害ボランティアセンター運営リーダー」の養成事業に後
援をし、29名のリーダーを養成することができました。

ささえあい協力員事業費

199

規模

（1）主な取組

評価と課題

184,137

　事務局固有職員の人件費と事務の一部を補助対象としてきましたが、平成15年度のさんあい公社統
合により補助金額が増加しました。その後、経営的視点を取り入れた法人運営の検討を行い、事業の
見直しに取り組みました。
　平成21年度から実施計画及び行動計画に基づき事業を実施してきましたが、23年度から5ヵ年計画
として実施計画を改定しました。さらに平成25年度には、平成26年度から平成30年度までの5カ年計画
として、新たな実施計画を策定しました。

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

施設維持管理経費 2,118

9,910

内　　　容

その他（

事業費（千円）

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 4 項 1 目 1 事業 11

係名

15 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 件

2

3 ％

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

1,250

0

3,860

計画目標値の3,000件は、補助
対象団体が設定する活動件数
のため、26年度も3,000件に設
定しています。

0

0

2,113

都からの
補助金等

5,110

953

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

1,250

0

1,250

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

1,250

2,113

1,250

受益者負担分 0

0.0

0

0.0

1,250

2,113

0

1,250

0.0

890

3,363

0

0

2,140 2,120

1,025

0

0

3,370

0.00

3,363

0.00

863

0

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

3,390

（内）非常勤職員分

0

0.10

863

0

0

1,250

846

0.10

1,250

0

863

1,703 1,121

870

00

成果指標名（2)

3,308

○地域福祉の向上を図るために、地域の社会資源を有効に
活用して実情に応じた柔軟な日常生活サービスを実施する
住民参加型団体に対し、１事業あたり250万円を補助金とし
て支出する。

0

0

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部高齢者在宅支援課担当部課名

地域福祉活動の推進 110

112

2,500

0

3,538

100

成果指標名（1)

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

実績

NPO法人友愛ヘルプ

10092

活動指標（2）

単位
23年度

3,000

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○区民が必要とする福祉サービスを提供する団体運営の安
定化に寄与することで、区民生活の安心につなげる。

事業開始

計画
区分

助成団体活動件数（家事援助件数）

東京都地域福祉推進事業補助要綱

根拠
法令
等

杉並区地域福祉活動推進事業補助金交付要綱

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

連絡先
電話番号

予算事業区分

3263

実績

3,975

助成団体活動件数対前年度比

26年度
計画

132.5

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

112100

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

実績

0.00

3,000

0

0.00

0.10

0

0

2,500 25年度予算執行率（%）

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

3,000

2,500

0.10

0.00
0.00

事業費

0

2,500

0

0

0

常勤職員数

0 0

施設維持管理

活動指標（1）

2,500

0

0.0

0

00

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

1,250

1,250

0

（内）再任用職員分

再任用職員数

0.30

0

0.0

107

3,363

0

0.10

0.00

2,500

0

1,250

1,121

既定事業

特記事項

112.0

100.0

0.00 0.00

0.000.00

0 0

2,610

実行計画事業平成 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

団体

）

内　　　容

その他（

事業費（千円）

（1）主な取組

評価と課題

2,500

東京都地域福祉推進補助金額　平成16年度→375万円、　平成17年度→330万円、　 平成18年度→
250万円、　平成19年度以降→区補助金額の1/2

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、高齢者の多様なニーズに応える有償家
事援助サービスを提供する「特定非営利活動法人友愛ヘルプ」への補助金給付を行いました。
補助金のうち1/2の額は、都からの補助金を充当しています。

高齢者の増加により、今まで以上に柔軟な高齢者在宅支援サービスが求められるとともに、サービス利
用者も増加すると思われます。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

1

規模

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

0

補助対象団体が設定した目標を超える実績を達成していることから、団体の運営の安定に寄与してい
ると評価しました。今後、高齢者の増加に伴い利用件数の増加とニーズの多様化が見込まれる中、第6
期介護保険事業計画の見直しによるNPO団体等の活用が求められています。高齢者が必要とする
サービスに応えるため、区とNPO団体等との連携したサービス展開を検討すると共に、補助事業の安
定化と補助対象団体の充実が課題です。

補助対象団体は、区が実施する高齢者在宅サービスに該当しない高齢者や、区で実施していない日
常生活サービスへのニーズに応えている団体です。第6期介護保険事業の改定に伴い、行政は高齢
者在宅サービスにおけるNPO団体等の活用が求められています。高齢者が増加していく中、NPO団体
等と行政が連携した柔軟な高齢者在宅サービスが期待できます。

地域福祉活動推進事業補助

110整理番号

今後の予測

第6期介護保険事業計画の改定を見据え、複数のNPO団体等との連携による柔軟で幅広いサービスの提供について検討し
ます。

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し
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係名

15 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 所

2 所

3 所

4 所

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0.00

0 550

2,175

特記事項

100.0

84.2

0.00 0.14

17,125

1,344

20,100

423,579

既定事業

0.00

（内）再任用職員分

再任用職員数

0.25

0

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

14,120

14,120

1,717

0

0.0

0

7720

0.0

24,144

0

42

0

施設維持管理

46

活動指標（1）

第三者評価受審民間事業所数

民間事業者第三者評価受審結果公表事業所
数

平成15年からの累計

15,646

0.34

0.00
0.00

事業費

2,500

11,722

0

882

0

常勤職員数

25年度予算執行率（%）

25年度

76.0

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

57

303

22,940

96.2

0.20

54

2,400

0.33

1,004

0

52

18,592

0.05

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

147147

38

平成15年からの累計

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

連絡先
電話番号

予算事業区分

1348

実績

42

区立事業所第三者評価受審結果公表事業所
数

26年度
計画

77.8

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

事業開始

計画
区分

第三者評価受審事業所数

杉並区福祉サービス第三者評価事業補助金交付要
綱

根拠
法令
等

杉並区福祉サービス第三者評価実施要綱

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

保健福祉サービスの利用者

144

223

139

活動指標（2）

単位
23年度

51

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○評価結果を検証し、さらに福祉サービスの向上を目指すこ
とにより、利用者本位の適切なサービスを提供できるようにす
ることを目指す。

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

50

実績

29

実績

143

117

24,083

0

46

269 355

152

成果指標名（1)

265 315

0

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

庶務係（保健
福祉支援担

昨年度
整理番号

事務事業名

保健福祉部管理課担当部課名

福祉サービス第三者評価 114

0

成果指標名（2)

33

○区立事業所の評価機関による福祉サービスの第三者評
価を実施する。
○民間福祉サービス事業者に対し、第三者評価受審費用の
助成を行う。

0

0.30

2,589

0

0

13,613

434,167

0.29

20,100

0

2,848（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

14,748

（内）非常勤職員分

0

514,863 397,037

2,523

0

0

20,198 18,235

432

0

0

3,026

21,440

0

0

4,453 6,078

446,909

0

0.0

0

0.0

19,840

4,304

0

13,613

0.0

0

0

10,295

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

21,650

1,340

10,295

26,258

439,087

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

21,650

受益者負担分

都からの
補助金等

19,840

0

4,608

執行残の理由
補助金交付申請が見込みより
少なかったため。

0

0

4,622

実行計画事業平成 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

所

所

）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

受審率が低い民間事業所については、事業所連絡会等において第三者評価受審及び受審費助成について周知していきま
す。

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

民間事業者の福祉サービス第三者評価受審費への補助

114整理番号

区立施設の福祉サービス第三者評価受審

・福祉サービス第三者評価は、評価結果に基づく福祉サービスの利用にかかわる情報を利用者や事
業者に提供することで、サービスの選択や透明性の確保を図っています。また、事業者にとってはサー
ビスの改善に役立っています。
・障害分野の事業所の補助申請がないので、利用を促していきます。

・サービス利用者の声を事業所に届ける良い機会であるので、数年に1度は受審して欲しいという要望
がありました。
・評価結果が公表されるため、利用するサービス情報を入手しやすいという声が届いています。

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

0

1,004

民間事業所の受審数は、認証保育所8所、民間認可保育園1所、認知症高齢者グループホーム及び
小規模多機能型居宅介護15所、定期巡回・臨時対応型訪問介護3件、その他サービス事業者11件の
38件でした。
区立施設の受審数は、認可保育園4所でした。

平成25年度から「定期巡回・臨時対応型訪問介護看護」「複合型サービス」の２サービスが、新たに評
価対象に追加されたため、補助金交付申請が増えることが予想されます。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

38

規模

4
（1）主な取組

評価と課題

14,642

平成15年度に事業を開始し、累計で区立事業所147所、民間事業所303所が評価結果をとうきょう福祉
ナビゲーション等にて公表しています。

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

内　　　容

その他（

事業費（千円）

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し
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係名

25 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 人

2 人

3 ％

4 件

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0

5,898

0

0

4,707

都からの
補助金等

4,707

73,329

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

0

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

4,779

0

受益者負担分 0

0.0

0

0.0

0

4,794

0

0

0.0

0

5,573

0

0

5,276 5,573

66,785

0

0

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

5,276

（内）非常勤職員分

4,361

73,725

0.50

0

0

0.00

5,898

0.00

3,452

0

4,779

47,070 47,790

4,350

00

0

4,574

0

0

0

成果指標名（2)

79

○杉並区更生保護サポートセンターの運営を支援するととも
に、杉並区保護司会に対し活動費の助成を行う。
○“社会を明るくする運動”推進委員会を主宰し、強調月間
における主要行事を実施する。

0

0

3,452

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

青少年係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部児童青少年課担当部課名

更生事業等 120

123

1,227

0

76

200 180

75

成果指標名（1)

230 200

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

1,600

実績

1,437

保護司会、社会を明るくする運
動推進委員会

75

242

59

活動指標（2）

単位
23年度

100

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○区内の更生保護活動団体と協働し、将来を嘱望される子
ども・若者が犯罪や非行に走ることなく、健やかに成長できる
安全安心な社会環境を整えるとともに、罪を犯した子どもや
若者たちの立ち直りを地域社会全体で支える仕組みづくり
に取り組む。

事業開始

計画
区分

杉並区保護司人数

更生保護法

根拠
法令
等

保護司法

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

連絡先
電話番号

予算事業区分

4402

実績

80

杉並区保護司充足率

26年度
計画

80.0

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

6075

1,487

杉並区保護司人数÷杉並区保護司定数

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

実績

0.00

100

18

0.00

0.40

16

0

1,600

1,327

25年度

92.9

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

134

176

1,342

88.0

0.49

0.00
0.00

事業費

17

915

0

9

0

常勤職員数

0

1,545

0

施設維持管理

1,500

活動指標（1）

社会を明るくする運動主要行事協力者数

（代）区内犯罪・触法少年検挙・補導件数

目標数値を下回るほど成果が上がっているた
め、達成率が低ければ低いほど評価が高い。

1,324

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

17

0

0.0

0

0

0.40

0

受益者負担比率
（16÷14）

0

35,776

（内）再任用職員分

再任用職員数

0

57

4,794

0

0.40

0.00

1,223

17

0.53

既定事業

特記事項

80.0

99.8

0.0

25年度予算執行率（%）

保護司充足率については、定
足数を目標値として設定する。

0.00 0.00

0.000.00

0 0

3,480

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

件

件

回

回

）

（1）主な取組

評価と課題

600

犯罪を犯した人の立ち直りを支援する保護司の活動は、近年の犯罪の低年齢化に伴い、青少年の非
行防止に注力するようになってきています。そのため、社会を明るくする運動では、青少年が積極的に
運動に関わることができるように、強調月間の主要行事において、青少年が主役になれるプログラムを
取り入れるようになりました。

内　　　容

その他（

事業費（千円）

0

1

2

更生保護サポートセンター開設準備助成金

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

社会を明るくする運動推進委員会運営事務費 24

600

社会を明るくする運動の駅頭広報活動では、区立中学校23校と小学校10校の児童・生徒が参加し、運
動を積極的にＰＲしました。また、区民のつどいでは、新たに更生保護活動に関するPRコーナーを設
置し、刑務所受刑者が制作する物品の販売をするなど、更生保護活動の理解を得るための取組みを
実施しました。8月には、区の更生保護活動の拠点として、区施設を活用した更生保護サポートセン
ターをオープンしました。

100

区内の更生保護と青少年の非行防止を広く区民に理解してもらうために、社会を明るくする運動を進
める上で、推進委員会を構成する地域の団体全体が運動に参加する体制を整えることで、より多くの
区民が社会を明るくする運動を理解し、地域社会全体で安全安心に対する関心が強まっていきます。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

1

規模

1

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

社会を明るくする運動共催分担金

更生保護サポートセンターの開設により、保護司会をはじめとする更生保護活動団体の活動が活発に
なりました。罪を犯してしまった人が、再び罪を犯すことなく更生し、社会復帰を果たせるようにするため
には、保護司が安全に活動でき、更生保護活動が地域において理解される環境づくりを一層整えてい
く必要があります。

区の保護司の数は、保護観察対象者数に対し不足している状況が続いています。安全安心なまちを
築いていくためには、保護司をはじめとする更正保護活動だけでなく、多くの区民が社会を明るくする
運動を理解し、地域全体で犯罪者の立ち直りを支援していける仕組みづくりが求められています。

杉並区保護司会運営助成金

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

更生保護サポートセンターの開設により高まった区内の更生保護活動について、活発な活動が継続できるように支援する体
制を整えていきます。また、区民の理解を高めるための行事である社会を明るくする運動では、多世代の区民が様々な形で
参加できるように、区民のつどいの実施日を休日にして、子どもから大人まで多くの区民が訪れて楽しめ、更生保護に関心が
持てるようなプログラムを展開します。

120整理番号

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し
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係名

25 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 法人

2 法人

3 ％

4 ％

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0.00

816,167

771

0.0

0 0

0

0

0

0

0

0.0

291

4,606

102

0

（内）非常勤職員分

0

施設維持管理

実績

4

0

2,194

0

0.00

4

0.50

0

0

0
0

事業費

常勤職員数

（内）投資的経費等

（内）再任用職員分

再任用職員数

受益者負担比率
（16÷14）

0.64

0.000.00
（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

0
人
件
費

6,509

0

100.0

9.3205

特記事項

4,897

0

0.50

0.00

25年度予算執行率（%）582

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

100.0100.0

2

法人検査改善報告数÷法人検査文書指摘数

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

事業開始

計画
区分

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

○社会福祉法人を設立予定者
○社会福祉法人設置者

指
標

50

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

6

50

非常勤職員数

0

0.00

4

成果指標（2）

計画
（目標値）

0

実績

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

100.0

活動指標（1）

（代）相談から設立できた法人の割合

○社会福祉法人認可における適格性等について審査する。
○指導検査等を実施し、社会福祉法人運営の適正化を図
る。
○その他、所轄庁として社会福祉法人の運営に資する取組
を行う。

成果指標名（1)

成果指標（1）

設立法人数

予算事業区分

実績

4

指導検査指摘の改善率

26年度
計画

100.0

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

検査法人数

杉並区社会福祉法人設立認可審査委員会設置要
領

根拠
法令
等

杉並区社会福祉法人指導検査実施要綱

法人設立数÷相談団体数

新規事業

成果指標名（2)

○法人設立についての助言指導及び審査
○法人設立認可審査委員会の設置
○社会福祉法に基づく指導検査の実施
○法人定款変更等諸届の受理
○法人の理事証明・税額控除に係る証明書の交付

活動指標（2）

単位
23年度

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

社会福祉法人
指導担当

昨年度
整理番号

事務事業名

保健福祉部管理課担当部課名

社会福祉法人の認可・指導 125

連絡先
電話番号

1345

0

4,315

1,627,250

0

00

0

5,523

0

102

1,432,000

771

5,728

4,315

0

0

特定財源計
(16+17+18+19)

国からの
補助金等

その他の
補助金等

0

5,738

0

都からの
補助金等

0

0 0

0.0

0

291

0

0

予算執行率については、予算
編成の際、新規事業として会
計指導員の設置及び件数につ
いて最大値で見込んでいたた
め。

0

5,626

0

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

受益者負担分 0

実行計画事業平成 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

人

枚

）

（1）主な取組

区内法人の理事改選等に伴う経営方針の転換等により、法人の運営が変更される際、社会福祉法人
としての適格性が損なわれることが予想されます。そのため、法人指導検査等において、適切な助言・
指導を行うことが求められます。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

16

125整理番号

規模

30

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

0

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

2

法人検査実施　4法人
法人設立認可　2法人

会計検査に当たり、区内税理士会より推薦をうけ、会計専門員を非常勤雇用し、1法人につき、延べ4
人、4法人検査を実施し、延べ16人雇用しました。

法人検査会計相談専門員

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

初年度25年度は実績のない中での予算編成だったため、26年度の予算編成が大幅に減額するすることとなりました。今後と
も実績を重視し、また専門家などを活用することで効率的な運営を行っていきます。

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

法人現況報告提出用ＣＤ－Ｒ

社会福祉法人を含め、都より社会福祉事業の指導検査の権限移譲が検討されています。この体制構
築のため、区内関係所管との調整についての検討が必要となっています。

適正で効果的な指導、及び適切な法人運営の助言が求められています。

評価と課題

203

平成25年度に所轄法人数15法人で事業開始しました。25年度は4法人を指導検査し、2法人の設立認
可を行うことができました。平成26年度は所轄法人数17法人となり、6法人を指導検査する予定としてい
ます。

内　　　容

その他（

事業費（千円）

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し
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係名

17 年度 目標 施策
計画
事業

1 (1)

(2)

(1)

(2)

1 回

2

3

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0.00 0.00

0.000.00

0 0

0

既定事業

特記事項

100.0

0

0

0.00

0.00

750

0

0

（内）再任用職員分

再任用職員数

0.00

0

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

0

0

0.0

0

00

0 0

施設維持管理

活動指標（1）

1,269

0.00

0.00
0.00

事業費

0

0

0

0

0

常勤職員数

25年度予算執行率（%）

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

0

0

実績

0.00

0

0

0.00

0.00

0

0

1,269

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

連絡先
電話番号

予算事業区分

1273

実績

1

26年度
計画

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

事業開始

計画
区分

繰り出し回数

根拠
法令
等

国民健康保険高額療養費貸付及び出産費資金貸
付基金条例

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

国民健康保険高額療養費貸付
及び出産費資金貸付基金

活動指標（2）

単位
23年度

0

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○貸付基金総額を維持。

成果指標名（1)

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

実績

751

0

1

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

国保給付係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部国保年金課担当部課名

高額療養費等資金貸付基金繰出金 126

132

成果指標名（2)

0

○国民健康保険高額医療費貸付及び出産費資金貸付基
金で発生した不納欠損が生じた場合に補填する。

0

0

0870

00

0

0.20

1,726

0

0

0

2,995,000

0.10

0

0

0.00

2,995

0.00

0

0

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

0

（内）非常勤職員分

0

1,269

0

0

0 1,620

0

0

1,620

受益者負担分 0

0

0.0

0

0

0

0

0.0

0

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

1,269

0

都からの
補助金等

751

1,620,000

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

0

0

751

0

0

2,995

実行計画事業平成 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

回

）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

基金拠出金

126整理番号

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

1

規模

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

0

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

運用基金であるため、不能欠損により消滅した基金の補填のため繰り出しを行いました。

（1）主な取組

評価と課題

1,269

内　　　容

その他（

事業費（千円）

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 4 項 1 目 1 事業 50

係名

50 年度 目標 施策
計画
事業

1 (1)

(2)

(1)

(2)

1 件

2

3

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0

137,811

0

0

182,840

都からの
補助金等

182,840

12,870,143

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

0

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

137,725

0

受益者負担分 0

0.0

0

0.0

0

31,295

0

0

0.0

0

180,182

0

0

73,880 180,182

6,156,667

0

0

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

73,880

（内）非常勤職員分

1,424

8,106,529

0.16

0

0

0.00

137,811

0.00

1,295

0

137,725

15,236,667 9,837,500

1,392

00

0

1,381

0

0

0

成果指標名（2)

12

○平成24年度以前に交付された国庫支出金について、実
績確定後に超過交付額が生じた場合、国からの返還請求に
応じて返還処理を行う。

0

0

1,295

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

庶務係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部管理課担当部課名

保健福祉部国庫支出金返納金 127

127

181,535

0

14

成果指標名（1)

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

実績

国

活動指標（2）

単位
23年度

12

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○部内各課の国庫支出金返還事務を一括して行うことによ
り、事務の効率化を図る。

事業開始

計画
区分

国から受けた補助金を返還した件数

根拠
法令
等

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

連絡先
電話番号

予算事業区分

1343

実績

17

26年度
計画

121.4

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

実績

0.00

14

0

0.00

0.15

0

0

136,430

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

14

30,000

0.16

0.00
0.00

事業費

0

72,456

0

0

0

常勤職員数

0 0

施設維持管理

活動指標（1）

136,430

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

0

0

0.0

0

0

0.15

0

受益者負担比率
（16÷14）

0

2,235,357

（内）再任用職員分

再任用職員数

0

31,295

0

0.15

0.00

178,790

0

0.16

既定事業

特記事項

100.0

0.0

25年度予算執行率（%）

返還額が見込み額を大きく上
回ったため、増額補正を行いま
した。（補正額：121,000（千
円））
返還事務であるため、単位あた
りコストは算定しません。

0.00 0.00

0.000.00

0 0

1,305

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

件

）

（1）主な取組

評価と課題

136,430

0

内　　　容

その他（

事業費（千円）

0

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

前年度（平成24年度）以前に交付決定された保健福祉部内の国庫支出金のうち、実績確定後に超過
交付になったものについて、国からの返還請求に基づき返還を行いました。今年度は17件の実績があ
りました。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

17

規模

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

補助金申請の際には、過去の傾向を十分に分析するとともに積算方法を精査し、実績との差ができる
だけ生じないように申請額を算出する必要があります。

0

国庫支出金（平成24度以前受入分）超過交付額の返還

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

127整理番号

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 4 項 1 目 1 事業 51

係名

50 年度 目標 施策
計画
事業

1 (1)

(2)

(1)

(2)

1 件

2

3

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0.00

0 0

1,305

特記事項

100.0

0.00 0.00 0.00

40,892

0

0

1,647,105

既定事業

0.00

（内）再任用職員分

再任用職員数

0.15

0

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

0

0

0.0

0

00

0.0

31,295

0 0

施設維持管理

活動指標（1）

88,325

0.16

0.00
0.00

事業費

0

56,185

0

0

0

常勤職員数

25年度予算執行率（%）

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

19

30,000

0.00

17

0

0.00

0.15

0

0

88,326

0.15

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

連絡先
電話番号

予算事業区分

1343

実績

22

26年度
計画

129.4

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

事業開始

計画
区分

東京都から受けた補助金を返還した件数

根拠
法令
等

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

東京都

活動指標（2）

単位
23年度

22

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○部内各課の都支出金返還事務を一括して行うことにより、
事務の効率化を図る。

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

実績 実績

128

41,000

0

14

成果指標名（1)

0

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

庶務係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部管理課担当部課名

保健福祉部都支出金返納金 128

0

成果指標名（2)

22

○平成24年度以前に交付された都支出金について、実績
確定後に超過交付額が生じた場合、東京都からの返還請求
に応じて返還処理を行う。

0

0.16

1,381

0

0

0

4,077,545

0.16

0

0

1,295（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

57,609

（内）非常勤職員分

0

1,922,955 5,271,824

1,392

0

0

42,284

0.00

89,706

0.00

1,295

0

0

1,424

89,621

0

0

57,609 42,284

2,618,591

0

0.0

0

0.0

0

31,295

0

0

0.0

0

0

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

89,621

0

42,305

3,020,286

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

受益者負担分

都からの
補助金等

0

0

42,305

返還額が見込み額を大きく上
回ったため、増額補正を行いま
した。（補正額：73,000（千円））
返還事務であるため、単位あた
りコストは算定しません。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0

0

89,706

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

件

）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

都支出金（平成24年度以前受入分）超過交付額の返還

128整理番号

補助金申請の際には、過去の傾向を十分に分析するとともに積算方法を精査し、実績との差ができる
だけ生じないように申請額を算出する必要があります。

0

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

0
前年度（平成24年度）以前に交付決定された保健福祉部内の都支出金のうち、実績確定後に超過交
付になったものについて、都からの返還請求に基づき返還を行いました。今年度は22件の実績があり
ました。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

22

規模

（1）主な取組

評価と課題

88,325

0

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

内　　　容

その他（

事業費（千円）

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 4 項 1 目 1 事業 52

係名

年度 目標 施策
計画
事業

1 (1)

(2)

(1)

(2)

1

2

3

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0

4,849,065

0

0

7,474,526

都からの
補助金等

7,474,526

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

0

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

6,349,065

0

受益者負担分 0

0.0

0

0.0

0

5,020,846

0

0

0.0

0

5,474,526

0

0

3,975,563 5,474,526

0

0

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

3,975,563

（内）非常勤職員分

89

0.01

0

0

0.00

4,849,065

0.00

86

0

6,349,065

87

00

0

86

0

0

0

成果指標名（2)

○国民健康保険事業の実績に応じ、必要となる人件費・事
務費等の財源を一般会計から繰り出す。

0

0

86

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

昨年度
整理番号

事務事業名

政策経営部財政課担当部課名

国民健康保険事業会計繰出金 129

129

7,474,439

0

成果指標名（1)

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

実績

国民健康保険事業会計

活動指標（2）

単位
23年度

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○国民健康保険事業会計の健全な運営を確保する。

事業開始

計画
区分

根拠
法令
等

国民健康保険法附則第11項

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

連絡先
電話番号

予算事業区分

1423

実績

26年度
計画

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

実績

0.00

0

0.00

0.01

0

0

6,348,979

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

5,020,760

0.01

0.00
0.00

事業費

0

3,975,474

0

0

0

常勤職員数

0 0

施設維持管理

活動指標（1）

4,848,979

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

0

0

0.0

0

0

0.01

0

受益者負担比率
（16÷14）

0

（内）再任用職員分

再任用職員数

0

5,020,846

0

0.01

0.00

5,474,439

0

0.01

既定事業

特記事項

76.4

0.0

25年度予算執行率（%）

0.00 0.00

0.000.00

0 0

87

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

）

（1）主な取組

評価と課題

4,848,979

内　　　容

その他（

事業費（千円）

0

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          
規模

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

国民健康保険事業の実績に応じて、必要となる財源を一般会計から繰出し、特別会計を保管すること
で、円滑な事業運営が図られます。

繰出金

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

129整理番号

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 4 項 1 目 1 事業 53

係名

年度 目標 施策
計画
事業

1 (1)

(2)

(1)

(2)

1

2

3

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0.00

0 0

87

特記事項

100.0

0.00 0.00 0.00

1,394,746

0

0

既定事業

0.00

（内）再任用職員分

再任用職員数

0.01

0

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

0

0

0.0

0

00

0.0

1,560,486

0 0

施設維持管理

活動指標（1）

1,429,562

0.01

0.00
0.00

事業費

0

1,376,047

0

0

0

常勤職員数

25年度予算執行率（%）

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

1,560,400

0.00

0

0.00

0.01

0

0

1,429,563

0.01

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

連絡先
電話番号

予算事業区分

1423

実績

26年度
計画

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

事業開始

計画
区分

国民健康保険法附則第24条

根拠
法令
等

国民健康保険法第72条の3

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

国民健康保険事業会計

活動指標（2）

単位
23年度

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○国民健康保険事業会計の健全な運営を確保する。

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

実績 実績

130

1,394,747

0

成果指標名（1)

0

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

昨年度
整理番号

事務事業名

政策経営部財政課担当部課名

国民健康保険財政基盤安定繰出金 130

0

成果指標名（2)

○国民健康保険事業の財政の基盤の安定に資するため、
政令の定めるところにより算出した額（保険料の減免相当
分）を一般会計から繰り出している。

0

0.01

86

0

0

0

0.01

0

0

86（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

1,376,136

（内）非常勤職員分

0

87

0

0

1,394,833

0.00

1,429,648

0.00

86

0

0

89

1,429,649

0

0

1,376,136 1,394,833

0

0.0

0

0.0

0

1,560,486

0

0

0.0

0

0

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

1,429,649

0

1,394,834

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

受益者負担分

都からの
補助金等

0

0

1,394,834

0

0

1,429,648

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

保険基盤安定繰出金

130整理番号

政令の定めるところにより算出した額を一般会計から繰出し、国民健康保険の財政基盤の安定を図っ
ています。

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

0

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          
規模

（1）主な取組

評価と課題

1,429,562

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

内　　　容

その他（

事業費（千円）

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し
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係名

25 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 件

2 千円

3 ％

4 ％

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

（内）再任用職員分

再任用職員数

0

0.0

1,785,075

0

2.00
0.00

52

13,523

00

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

0
特記事項

施設維持管理

活動指標（1）

給付金額

給付率[金額]

給付金額÷給付予定総額

52 100.0

給付件数÷給付予定総件数

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

156,0000

1,569,000

52

100

25年度予算執行率（%）

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

132,000

1,762,255
100

単位
23年度

計画
区分

指
標

根拠
法令
等

杉並区臨時福祉給付金支給事業実施要綱

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

○臨時福祉給付金は一人当たり１万円、老齢基礎年金、児
童扶養手当等の受給者には５千円を加算して支給する。
○子育て世帯臨時特例給付金は対象児童一人当たり１万
円を支給する。
○臨時福祉給付金は個人単位、子育て世帯臨時特例給付
金は児童手当を受給している受給者単位で申請書を郵送
し、申請（代理）者が指定する金融機関口座に給付金を振り
込む。

成果指標名（1)

実績

給付率[件数]

26年度
計画

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

臨時給付金担
当

昨年度
整理番号

事務事業名

保健福祉部管理課担当部課名

臨時福祉給付金給付事業

成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

実績 実績

活動指標（2）

131

成果指標名（2)

○臨時福祉給付金
平成26年1月1日時点で杉並区に住民票
があり、平成26年度市区町村民税（均等
割）が課税されていない方
○子育て世帯臨時特例給付金
平成26年1月1日時点で杉並区に住民票
があり、平成26年1月分の児童手当・特
例給付を受給しており、平成25年の所得
が児童手当の所得制限限度額に満たな
い方

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○臨時福祉給付金
平成26年4月に消費税が８％に引き上げられるに際し、低所得の住民に与
える負担の影響に対して適切な配慮を行うため、暫定的・臨時的な給付措
置を実施する。
○子育て世帯臨時特例給付金
平成26年4月に消費税が８％に引き上げられるに際し、子育て世帯の消費
の下支えを図る観点から、臨時的な給付措置を実施する。

事業開始

給付件数

杉並区子育て世帯臨時特例給付金支給事業実施
要綱

連絡先
電話番号

予算事業区分

2042

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆ 臨時事業 新規事業

3,073

0

0

0.00

0

0

0.35

3,021

0

0

0

0 0

0

0

0

52

0

0

0総事業費
（5+11+12+13）

0

0

0

3,07352

0

0

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

特定財源計
(16+17+18+19)

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

00

都からの
補助金等

受益者負担分

（内）常勤職員分
人
件
費

（内）非常勤職員分

事業費

常勤職員数

1,785,075

0

0

0

0

0

0

1,785,075

0.0

0

0

0

3,073

0.0

2.000.00
17,260

5,560

実行計画事業平成 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

○臨時福祉給付金、子育て世帯臨時特例給付金とも、支給対象者に１回支給して事業を完了する。

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

情報収集

131整理番号

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

52

（1）主な取組

評価と課題

○平成26年4月に専管組織の設置・人員配置を行いました。

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

受託事業者選定委員会の設置

○事業実施準備のため、兼務発令による人員配置を行いました。
○臨時福祉給付金及び子育て世帯臨時特例給付金の支給に向けた情報収集に取組みました。

実施体制の構築

事業開始当初から
現在までの変化

規模

超過勤務手当

内　　　容

その他（

事業費（千円）

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し
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係名

58 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 人

2 千円

3 円

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

20

0

906

0

0

883

926

18

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

20

受益者負担分 0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

20

407

0

都からの
補助金等

0

0

0

1,817 870

0.0 0.0

0

0

0

0

0

19 9

870

00

0

863

0

0

20

18

20

0

903

863

0

1,817

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

高齢者医療係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部国保年金課担当部課名

老人保健医療等事務 158

159
連絡先

電話番号

成果指標（2）

計画
（目標値）

1

実績

250

49,063

成果指標名（2)

49,063

○老人保健制度に係る審査及び支払事務
○老人性白内障治療のために手術を受けたが、人工水晶
体移植手術を受けられない場合に特殊眼鏡等の費用の一
部を助成する（所得制限あり）。

0

0活動指標（2）

単位
23年度

49,063

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

0

活動指標（1）

○対象者が安心して医療を受けられるよう制度を運用する。
○白内障手術を受けた方に、特殊眼鏡等の費用を助成する
ことで、高齢者が快適に安心して生活できるようにする。

成果指標名（1)

成果指標（1）

老人保健特別会計の医療費支払額

予算事業区分

1283

実績

49,063

老人保健制度受給者１人あたりの年間医療費

26年度
計画

100.0

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

老人保健制度受給者数

老人性白内障特殊眼鏡等費用助成事業実施要綱

根拠
法令
等

老人保健法（18年6月21日高齢者の医療の確保に
関する法律に改正）

既定事業

25年度

0.0

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

49,063

非常勤職員数

0

0

0

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

00

0

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

事業開始

計画
区分

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

老人保健制度＝健康保険に加入す
る７５歳以上(20年3月31日現在）の
者
老人性白内障特殊眼鏡等費用助成
=65歳以上の者

0
指
標 5

0

0.20

0.00
0.00

1

0

16

37

427

97.640

特記事項

904

0

0.10

0.00

25年度予算執行率（%）41

0

（内）再任用職員分

再任用職員数

0.10

0

受益者負担比率
（16÷14）

0.100.10

0.000.00
（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

0

37

人
件
費

（内）非常勤職員分

1,780

施設維持管理

1

実績

49,063

1

4156

0

0.00

1

0.00

0

0

0
386

事業費

0

0

0

常勤職員数

（内）投資的経費等

0.00 0.00

0.000.00

0 0

870

0

870

0.0

0

0

0

0.0

20

884

20

0.10

18

20

0.0

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

件

）

評価と課題

40

昭和58年2月に70歳以上を対象とした老人保健法による医療制度が開始されましたが、健保組合の拠
出金負担をはじめとした課題があり、平成14年度に対象年齢を75歳以上に引き上げる等の制度改正
を行われました。さらに、18年度には一定以上の所得者の一部負担金が3割となる改正が行われまし
た。
20年度、制度運営主体の責任主体が不明確である等の課題から、老人保健制度は後期高齢者医療
制度に移行しました。

内　　　容

その他（

事業費（千円）

老人保健制度は廃止から６年経ちましたので、区民からの意見はありません。
白内障特殊眼鏡費用助成については、実績も非常に少なく、区民からの意見はありません。

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

老人性白内障特殊眼鏡等の費用助成

（1）主な取組

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

1

158整理番号

規模

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

0

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

老人性白内障治療のために手術を受けたが、人工水晶体移植手術を受けられない方に対し、特殊眼
鏡の費用の一部を助成しました。

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し
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係名

年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 件

2 件

3 件

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

8

976

1

1

2,132

都からの
補助金等

2,142

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

1

1

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

10

1,145

775

受益者負担分 0

0.0

0

0.0

0

939

0

5

0.0

0

1,563

0

0

5,535 1,563

2,103,333

8

0

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

6,310

（内）非常勤職員分

2,670

0.10

1

0

0.00

981

0.00

863

0

1,155

2,142,000 1,155,000

870

00

5

863

0

1

0

成果指標名（2)

3

○老人保健制度に係る給付や事務処理手数料等を支払う。

0

775

863

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

高齢者医療係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部国保年金課担当部課名

老人保健医療諸費等 168

167

1,272

0

0

0

成果指標名（1)

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

0

実績

3

老人保健法に係る給付等該当
者及び団体

13

活動指標（2）

単位
23年度

1

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○老人保健制度に係る給付や事務処理手数料等を支払う。

事業開始

計画
区分

老人保健制度に係る医療費支払い件数（現物＋現金）

補助金に係る予算執行の適正化に関する法律

根拠
法令
等

老人保健法

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

連絡先
電話番号

予算事業区分

1283

実績

0

（代）老人保健制度に係る医療費支払い件数

26年度
計画

0.0

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

00

0

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

実績

0.00

1

0

0.00

0.10

0

0

0

292

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

1

77

0.30

0.00
0.00

事業費

1

3,640

0

0

0

常勤職員数

0

0

0

施設維持管理

0

活動指標（1）

審査支払手数料等支払い件数

118

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

1

0

0.0

0

0

0.10

0

受益者負担比率
（16÷14）

10

940,000

（内）再任用職員分

再任用職員数

0

0

940

0

0.10

0.00

693

0

0.10

既定事業

特記事項

40.4

0.0

25年度予算執行率（%）

平成20年3月までに係る給付
や事務処理経費等の支払いの
みとなるが、老人保健制度が終
了し6年が経過しており、支払
い金額が減少しました。
医療費支払い事務及び審査支
払手数料については、20年3月
以前分であることから、予測が
立てづらく、執行率が低くなりま
した。

0.00 0.00

0.000.00

0 0

870

実行計画事業 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

件

）

（1）主な取組

評価と課題

118

　昭和58年2月に70歳以上を対象とした老人保健法による医療制度が開始されましたが、健保組合の
拠出金負担はじめ課題があり、平成14年度に対象年齢を75歳以上に引き上げる等の制度改正を行わ
れました。さらに、18年度には一定以上の所得者の一部負担金が3割となる改正が行われました。
20年度、制度運営主体の責任主体が不明確である等の課題から、後期高齢者医療制度に移行しまし
た。

内　　　容

その他（

事業費（千円）

0

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

　老人保健制度による平成20年3月までの診療分に係る、国庫支出金・都支出金・支払基金の超過交
付金の返納を行いました。

　老人保健制度が終了してから、時間の経過とともに、さらに、事業規模は小さくなっていく。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

3

規模

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

　老人保健制度は廃止から６年経ちましたので、区民からの意見はありません。

支払基金等返納金

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

老人保健制度の業務が終了した場合には、事業は廃止となります。

168整理番号

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 4 項 1 目 2 事業 51

係名

12 年度 目標 施策
計画
事業

1 (1)

(2)

(1)

(2)

1

2

3

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0

5,211,542

0

0

5,102,531

都からの
補助金等

5,102,531

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

0

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

5,211,546

0

受益者負担分 0

0.0

0

0.0

0

5,608,476

0

0

0.0

0

4,802,527

0

0

4,843,464 4,802,527

0

0

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

4,843,464

（内）非常勤職員分

89

0.01

0

0

0.00

5,211,542

0.00

86

0

5,211,546

87

00

0

86

0

0

0

成果指標名（2)

○介護保険事業の実績に応じ、必要となる財源を一般会計
から繰り出している。

0

0

86

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

昨年度
整理番号

事務事業名

政策経営部財政課担当部課名

介護保険事業会計繰出金 169

168

5,102,444

0

成果指標名（1)

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

実績

介護保険事業会計

活動指標（2）

単位
23年度

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○介護保険事業会計の健全な運営を確保する。

事業開始

計画
区分

根拠
法令
等

介護保険法第124条

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

連絡先
電話番号

予算事業区分

1423

実績

26年度
計画

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

実績

0.00

0

0.00

0.01

0

0

5,211,460

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

5,608,390

0.01

0.00
0.00

事業費

0

4,843,375

0

0

0

常勤職員数

0 0

施設維持管理

活動指標（1）

5,211,456

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

0

0

0.0

0

0

0.01

0

受益者負担比率
（16÷14）

0

（内）再任用職員分

再任用職員数

0

5,608,476

0

0.01

0.00

4,802,440

0

0.01

既定事業

特記事項

100.0

0.0

25年度予算執行率（%）

0.00 0.00

0.000.00

0 0

87

実行計画事業平成 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

）

（1）主な取組

評価と課題

5,211,456

内　　　容

その他（

事業費（千円）

0

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          
規模

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

介護保険事業の実績に応じて、必要となる財源を一般会計から繰出し、特別会計を保管することで、
円滑な事業運営が図られます。

繰出金

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

169整理番号

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 4 項 1 目 2 事業 52

係名

20 年度 目標 施策
計画
事業

1 (1)

(2)

(1)

(2)

1

2

3

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0

4,514,965

0

0

4,356,849

都からの
補助金等

4,356,849

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

0

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

4,514,965

0

受益者負担分 0

0.0

0

0.0

0

4,527,587

0

0

0.0

0

4,356,849

0

0

4,165,912 4,356,849

0

0

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

4,165,912

（内）非常勤職員分

89

0.01

0

0

0.00

4,514,965

0.00

86

0

4,514,965

87

00

0

86

0

0

0

成果指標名（2)

○後期高齢者医療事業の実績に応じ、必要となる定率給付
費負担分及び事務費等の財源を一般会計から繰り出してい
る。

0

0

86

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

昨年度
整理番号

事務事業名

政策経営部財政課担当部課名

後期高齢者医療事業会計繰出金 170

169

4,356,762

0

成果指標名（1)

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

実績

後期高齢者医療事業会計

活動指標（2）

単位
23年度

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○後期高齢者医療事業会計の健全な運営を確保する。

事業開始

計画
区分

根拠
法令
等

高齢者の医療の確保に関する法律第98条

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

連絡先
電話番号

予算事業区分

1423

実績

26年度
計画

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

実績

0.00

0

0.00

0.01

0

0

4,514,879

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

4,527,501

0.01

0.00
0.00

事業費

0

4,165,823

0

0

0

常勤職員数

0 0

施設維持管理

活動指標（1）

4,514,879

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

0

0

0.0

0

0

0.01

0

受益者負担比率
（16÷14）

0

（内）再任用職員分

再任用職員数

0

4,527,587

0

0.01

0.00

4,356,762

0

0.01

既定事業

特記事項

100.0

0.0

25年度予算執行率（%）

0.00 0.00

0.000.00

0 0

87

実行計画事業平成 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

）

（1）主な取組

評価と課題

4,514,879

内　　　容

その他（

事業費（千円）

0

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          
規模

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

後期高齢者医療事業の実績に応じて、必要となる財源を一般会計から繰出し、特別会計を保管するこ
とにより、円滑な事業運営が図られます。

繰出金

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

170整理番号

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 4 項 1 目 2 事業 53

係名

20 年度 目標 施策
計画
事業

1 (1)

(2)

(1)

(2)

1

2

3

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0

598,803

0

0

588,082

都からの
補助金等

588,082

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

0

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

601,821

0

受益者負担分 0

0.0

0

0.0

0

700,018

0

0

0.0

0

582,008

0

0

532,726 582,008

0

0

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

532,726

（内）非常勤職員分

89

0.01

0

0

0.00

598,803

0.00

86

0

601,821

87

00

0

86

0

0

0

成果指標名（2)

○後期高齢者医療事業の財政基盤の安定に資するため、
政令の定めるところにより算出した額（保険料の減免相当
分）を一般会計から繰り出している。

0

0

86

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

昨年度
整理番号

事務事業名

政策経営部財政課担当部課名

後期高齢者医療財政基盤安定繰出金 171

170

587,995

0

成果指標名（1)

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

実績

後期高齢者医療事業会計

活動指標（2）

単位
23年度

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○後期高齢者医療事業会計の健全な運営を確保する。

事業開始

計画
区分

根拠
法令
等

高齢者の医療の確保に関する法律第99条

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

連絡先
電話番号

予算事業区分

1423

実績

26年度
計画

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

実績

0.00

0

0.00

0.01

0

0

601,735

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

699,932

0.01

0.00
0.00

事業費

0

532,637

0

0

0

常勤職員数

0 0

施設維持管理

活動指標（1）

598,717

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

0

0

0.0

0

0

0.01

0

受益者負担比率
（16÷14）

0

（内）再任用職員分

再任用職員数

0

700,018

0

0.01

0.00

581,921

0

0.01

既定事業

特記事項

99.5

0.0

25年度予算執行率（%）

0.00 0.00

0.000.00

0 0

87

実行計画事業平成 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

）

（1）主な取組

評価と課題

598,717

内　　　容

その他（

事業費（千円）

0

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          
規模

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

政令で定めるところにより算出した額を一般会計から繰出し、後期高齢者医療の財政基盤の安定を
図っています。

基盤安定繰出金

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

171整理番号

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 4 項 4 目 1 事業 1

係名

35 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 人

2 件

3

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

131,601

0

8,021

　平成23年度より日本年金機
構が住基ネットから情報を得る
ことが可能になったため、死亡
一時金以外の勧奨はほとんど
行っていません。
平成26年度の予算執行残の主
な理由は事務処理方法の変更
に伴い郵送での申請書等の送
付総数が減少したことによる役
務費の減と平成25年度予算に
計上していた日本年金機構か
らの年金情報の提供契約（市
区町村情報システム）が平成25
年3月に提供中止となったこと
です。

131,953

0

20,720

都からの
補助金等

144,101

1,092

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

131,937

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

136,080

10,979

131,953

受益者負担分 0

0.0

131,601

0.0

0

15,908

0

133,768

0.0

137,327

142,916

131,644

8,250

14,939 16,744

1,061

0

0

148,388

3.00

154,488

3.00

129,450

8,340

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

146,892

（内）非常勤職員分

0

16.55

142,827

8,340

136,080

0

1,159

15.74

0

0

129,450

994 986

136,938

8,3408,250

成果指標名（2)

138,443

○被保険者からの資格や免除、受給に関する各種届出・請
求の受理、審査、報告、保険料の納付案内や相談及び福祉
年金や特別障害給付金の処理、各種届出の勧奨、所得状
況等調査を行う。

133,768

0

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

国民年金係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部国保年金課担当部課名

国民年金事務 309

305

5,351

0

135,943

成果指標名（1)

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

6,300

実績

4,388

20歳以上で厚生年金、共済組合
の加入者と受給者を除く区民。

活動指標（2）

単位
23年度

145,000

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○保険料を支払うことにより国民年金被保険者世代が受給
者世代の給付財源の一端を担うとともに自らの受給権を確
保して、老後の生活の経済的基盤の安定を図る。

事業開始

計画
区分

被保険者数（各年度3月末現在数）

国民年金市町村事務処理基準

根拠
法令
等

国民年金法

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

連絡先
電話番号

予算事業区分

2233

実績

133,329

26年度
計画

92.0

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

4,601

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

実績

1.00

145,000

2,606

0.00

15.00

991

0

6,300

5,126 25年度予算執行率（%）

25年度

73.0

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

145,000

5,859

15.43

2.00
3.00

事業費

1,948

3,405

0

950

0

常勤職員数

0

4,448

0

施設維持管理

6,300

活動指標（1）

国民年金給付に関する勧奨・届出件数

3,321

6,160

0.0

0

3,8600

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

131,644

0

1,948

（内）再任用職員分

再任用職員数

15.00

0

0.0

147,509

0

15.00

0.00

3,200

999

131,937

1,017

既定事業

特記事項

64.8

0.00 0.00

3.003.00

0 0

130,500

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

部

回

部

）

内　　　容

その他（

事業費（千円）

0

（1）主な取組

評価と課題

491

国民年金は被用者年金に加入していない人を対象とした年金制度として昭和35年に発足しました。昭
和57年には被保険者の資格要件の国籍要件を撤廃、昭和61年4月から20歳以上60歳未満の日本に
住む全ての人を（学生は平成3年4月から）を強制加入とし、共通の基礎年金を支給する制度になりまし
た。平成14年に保険料の徴収業務が国へ移管され、平成21年1月には社会保険庁の民営化にともな
い、日本年金機構に移行しました。平成24年には、社会保障と税の一体改革関連法案が成立し、受給
資格期間の短縮（25年から10年）等、大幅な制度改正が行われました。

500

窓口及び電話による年金相談

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

制度周知のための区独自パンフレット「障害基礎年金の手引き」の作成 0

0

社会保障と税の一体改革により平成26年4月以降、申請免除の2年遡及など大幅な制度改正が行わ
れます。改正内容をよりよく理解していただくため、広報やホームページに制度改正に関する記事を掲
載した他、平成26年度用の「国民年金のしおり」等についても理解を深めていただけるような内容を目
指して作成しました。

平成24年8月及び11月に成立した社会保障・税一体改革により、国民年金制度は年金受給資格期間
の短縮（25年から10年）や年金受給者のうち低所得高齢者・障害者への年金生活者支援給付金の支
給（ともに平成27年10月施行）及び免除申請期間の2年遡及（平成26年4月施行）等、大幅に改正され
ました。国民年金係は複雑化する国民年金制度に係る区民への窓口として適切な対応を求められるこ
とになります。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

13,000

規模

延68

事務費　ほか

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

2,830

制度周知のための広報「すぎなみ」、公式ホームページへの記事掲載

国民年金は収入の減少や退職等により保険料を納付することが難しい人が多くみられます。保険料を
未納にすると将来の受給資格に影響がでる場合がある他、障害年金の受給要件を満たせない場合が
あります。そのため、年金相談に来られた人には年金制度をわかりやすく説明するとともに免除申請の
利用を勧めるなど、将来の年金受給権の確保を図ります。

平成25年10月以降、特例水準が解消されると、年金額が2.5％引き下げられるため、年金生活者への
救済の有無等について苦情・要望が国民年金係に多数寄せられました。また、国民年金事業は、国が
自ら管掌する事業として各種届出等の受付・審査等を市区町村の法定受託事務としています。しかし、
国民年金事務交付金については、平成18年度から人件費と物品費を別々に算定することになったた
め、特に人件費が大幅に市区町村の超過負担となっており、各市町村が厳しい行財政運営を強いら
れている現状で、市区町村に超過負担が生じないよう協力・連携事務を含めて国庫による全額負担を
国や日本年金機構に要望しています。

制度周知のための区独自パンフレット（国民年金のしおり）の作成

309整理番号

今後の予測

国は年金改革の一環として、平成24年度に無年金者の解消や年金支給金額のアップを図るため、過去10年間の未納保険料
が納付できる後納制度を実施した他、社会保障・税一体改革による年金受給資格期間の短縮（25年から10年）や年金生活者
支援給付金の支給など様々な改正を行いました。国民年金係は国民年金に係る区民の窓口としての役割を担っており、複雑
化する制度改正に対応するため、区民への正確でわかりやすい説明が求められています。国民年金制度は年々複雑になっ
ており、これまで以上に職場研修等を行うことで仕事の質の維持を図ります。

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 4 項 5 目 1 事業 1

係名

55 年度 目標 施策
計画
事業

1 (1)

(2)

(1)

(2)

1 人

2

3

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0.40

0 0

14,790

特記事項

86.6

0.00 0.00 0.00

5,873

1,309

0

215,423

既定事業

0.40

（内）再任用職員分

再任用職員数

1.70

0

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

1,522

1,232

0.0

0

00

0.0

22,404

0 0

施設維持管理

活動指標（1）

6,091

1.52

0.40
0.40

事業費

1,532

6,186

0

1,308

0

常勤職員数

25年度予算執行率（%）

25年度 計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

104

7,484

0.00

105

1,521

0.00

1.70

1,317

0

7,030

1.60

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

連絡先
電話番号

予算事業区分

4528

実績

102

26年度
計画

97.1

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

事業開始

計画
区分

杉並保健所職員数

杉並区保健所設置条例

根拠
法令
等

杉並区組織条例

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

杉並保健所に勤務する職員及
び保健業務に従事する雇上医
師等

活動指標（2）

単位
23年度

107

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○庶務的経費を効率的に管理し、限られた予算の中で担当
部内業務の効率的執行を行うとともに、職員がより安全かつ
効率的に業務を行えるようにする。

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

実績 実績

306

6,929

0

104

成果指標名（1)

0

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

杉並保健所地域保健課担当部課名

保健所一般事務 310

1,100

成果指標名（2)

114

○事務用品類の購入及び事務機器等の保守等
○医療業務に従事する職員の傷害・賠償保険等の加入
○衛生主管部としての担当部内各課の連絡調整事務

0

1.85

15,966

1,112

0

0

227,147

1.78

0

0

14,671（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

20,946

（内）非常勤職員分

0

213,262 217,267

15,486

1,112

0

22,459

0.40

23,169

0.40

13,808

1,112

0

13,528

22,813

0

1,100

20,946 22,459

183,737

0

0.0

0

0.0

0

22,404

0

0

0.0

0

0

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

22,813

0

22,819

215,952

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

受益者負担分

都からの
補助金等

0

0

22,819

複合機の使用頻度が予定より
も少なく、また、雇い上げ医師
等Ｂ型肝炎特殊検診の受診希
望者及びワクチン接種対象者
が予定よりも少なかったため、
執行残が生じました。

0

0

23,169

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

台

件

）

i

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

複合事務機の使用賃借及び消耗品供給契約

310整理番号

東京都保健医療情報センターにおける連絡通報受理業務委託

紙の再利用・資料の共有など、杉並区環境・省エネ対策実施プランに取り組み、引き続き省エネ・省資
源化に努める必要があります。

0

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

2,083

1,164

1,233

複合機の消耗品供給契約、製版印刷機の賃借料などの維持管理経費の執行のほか、保健所に従事
する雇い上げ医師等に対する執務環境を整えるため、賠償責任保険の加入などを行いました。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

3

規模

1

製版印刷機の賃借料ほか

604

（1）主な取組

評価と課題

1,007

0

保健所業務に関する賠償責任保険

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

保健所事業に従事する医師等の傷害保険

内　　　容

その他（

事業費（千円）

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 5 項 1 目 1 事業 1

係名

5 年度 目標 施策
計画
事業

1 (1)

(2)

(1)

(2)

1 人

2 人

3

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0.00 0.00

0.000.00

0 0

29,232

特記事項

93.3

0.0

25年度予算執行率（%）

3.00

0.00

8,087

1,307

3.37

既定事業

142,260

（内）再任用職員分

再任用職員数

0

38,837

3.36

0

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

1,381

0

0.0

0

0

0

97

0

施設維持管理

97

活動指標（1）

都市整備部非常勤職員数

8,993

3.40

0.00
0.00

事業費

1,316

7,296

0

1,312

0

常勤職員数

25年度

98.0

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

273

10,167

実績

0.00

302

1,268

0.00

3.30

1,371

0

95

9,640

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

98

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

連絡先
電話番号

予算事業区分

3503

実績

286

26年度
計画

94.7

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

事業開始

計画
区分

都市整備部常勤職員数

杉並区職員の旅費に関する条例

根拠
法令
等

杉並区組織条例

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

都市整備部全職員

活動指標（2）

単位
23年度

296

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○的確な連絡調整と予算の適正な執行により、職員が効率
的に事務を行えるようにする。

成果指標名（1)

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

100

実績

89

9,531

0

298

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

庶務係
昨年度

整理番号

事務事業名

都市整備部都市計画課担当部課名

都市整備部一般管理 353

348

成果指標名（2)

298

○部内各課の連絡調整
○職員旅費・職員事務費などの執行管理

0

0

28,479

126,222

28,884

00

0

29,083

0

0

0

0

133,133

3.32

0

0

1.00

38,076

0.00

25,890

2,780

38,119

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

37,556

（内）非常勤職員分

30,260

0

0

37,556 36,971

126,027

0

0

130,956

0

36,971

0

0.0

0

38,119

0

受益者負担分 0

0.0

0

0.0

0

38,837

0

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

00

特定財源計
(16+17+18+19)

国からの
補助金等

その他の
補助金等

38,763

都からの
補助金等

38,763

124,064

財
源

0

0.0

0

0

0

38,076

0

0

実行計画事業平成 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

人

件

）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

353整理番号

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

管理事務費

土木工事積算システム借料

事業の性質上、成果指標等による客観的評価が困難ですが、部内各課の業務が円滑に実施できるよ
う部の内部管理に関する事項について連絡調整を行いました。事務処理は庁内グループウェアを活
用し、効率的な事務処理が行えるよう努めました。総合計画・実行計画の改定作業等、部内調整事務
がより重要となることが予想されますので、部内各課が円滑に事務処理を行えるよう検討を進めていき
ます。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          
規模

専門派遣研修負担金

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

旅費 1,531

2,531

各課の協力を得ながら内部管理的な課題について連絡調整を行いました。また、組織改正の一環で
課内事務の見直しを行い、窓口事務の一本化を図ることにより定数の削減を行いました。その他、平成
２２年度より行っている部内の専門派遣研修について今年度も引き続き実施しました。

621

509

9

1,603

東京河川改修促進連盟等分担金

事業費（千円）

（1）主な取組

評価と課題

3,801

内　　　容

その他（

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 5 項 1 目 1 事業 2

係名

50 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 回

2 人

3 ％

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

　執行残は、審議会を欠席した
委員の報酬分です。

0

0

10,736

0

12,057

受益者負担分

都からの
補助金等

11,974

0

12,057

3,437,000

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

0

0.0 0.0

11,980

0

0.0

0

0

10,769

11,974

0

0

11,777 10,311

3,925,667

0

10,311

0.00

10,736

0.00

10,356

0

0

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

11,777

（内）非常勤職員分

3,014,250 2,993,500

9,309

0

1.09

9,407

0

0

2,684,000

1.07

0

0

10,356

0

成果指標名（2)

3

○都市計画審議会の開催や運営等、区に関する都市計画
にかかる事務（公告・縦覧、都市計画の決定手続き等）を行
う。

○審議会は、区が決定しようとする都市計画案、都が決定し
ようとする都市計画案に対する区長意見、及び地区計画等
にかかる区民などからの申し出等について、区の諮問を受
けて審議を行う。

0

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

庶務係
昨年度

整理番号

事務事業名

都市整備部都市計画課担当部課名

都市計画審議会運営 354

349

1,617

0

3

90

成果指標名（1)

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

76

実績

56

実績

85

都や区が決定・変更する都市計
画案に関係する区民や団体

9085

活動指標（2）

単位
23年度

4

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○都市計画について、区民からの意見を聞きながら、審議
会における審議等を通じて、区の都市計画行政の推進に寄
与することにより、区民が安心して活き活きとした生活ができ
るまちをつくります。

事業開始

計画
区分

都市計画審議会の開催回数

杉並区都市計画審議会条例

根拠
法令
等

都市計画法

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

連絡先
電話番号

予算事業区分

3503

実績

4

（代）定住意向

26年度
計画

100.0

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

8890

72

区民意向調査による

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

0.00

4

234

0.00

1.20

192

0

76

1,618

1.20

94.7

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

4

1,624

1.21

0.00
0.00

事業費

229

1,008

0

149

0

常勤職員数

0

50

0

施設維持管理

76

活動指標（1）

出席状況

1,329

0

0.0

0

00

0.0

11,980

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

229

（内）再任用職員分

再任用職員数

1.20

0

0.00

1,002

124

0

2,995,000

既定事業

0.00

25年度予算執行率（%）

25年度

0.00

0 0

10,440

特記事項

97.4

82.1

0.00 0.00

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

回

）

事業費（千円）内　　　容

その他（

（1）主な取組

評価と課題

1,329

　平成12年度の都市計画法の改正に伴い、杉並区都市計画審議会条例及び同運営規則の改正を
行っています。また、審議会委員について、平成12年度に区民委員を、翌13年度に行政委員をそれ
ぞれ1名ずつ増員しています。また、平成15年度から平成20年度までは、杉並区まちづくり条例に基づ
き、まちづくり専門部会を設置しました。なお、同部会は平成21年度より杉並区まちづくり景観審議会
条例の公布により、所掌事務が移管となりました。

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

　①生産緑地地区の変更、②都市計画公園（三谷公園）の変更、③杉並区まちづくり基本方針 (都市
計画マスタープラン)の改定④都市計画緑地の変更（玉川上水緑地、荻窪二丁目緑地）の諮問答申等
を行いました。

　諮問された事項の審議・決定のほか、審議会として建議することや地区計画の申し出等まちづくりに
関する区民の関心の高まりに相応し、まちづくりに関し、区民等との積極的な意見交換が行われること
が想定されます。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

4

規模

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

0

　都市計画審議会において、都市計画決定についての諮問答申及び都市計画に関する動向につい
ての報告と審議を行っています。今後もさまざまな案件が想定されますので、さらに円滑な運営に努め
ます。

　情報の公開及び区民等からの意見の反映、地域の個性を活かし、地域の主導によるまちづくりを推
進するための役割が期待されています。

都市計画審議会の開催

354整理番号

今後の予測

　都市計画審議会は、都市計画法第77条の２に規定されている機関であり、公正かつ適正な審議運営が求められます。今後
も引き続き、審議会に係る事務処理を適切に実施し、円滑な審議会の運営を図っていきます。

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 5 項 1 目 2 事業 8

係名

21 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 回

2

3 ％

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

②まちづくり景観審議会は、区
長からの諮問に応じて開催さ
れますが、平成２５年度は１回
のみの開催でした。また、土地
利用専門部会については、平
成２４年度同様、審議案件がな
いため開催されませんでした。
なお、景観専門部会は、８回開
催され、２４年度の５回を上回り
ました。

0

0

7,532

0

0

10,591

受益者負担分

都からの
補助金等

10,521

0

10,591

1,331,286

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

0

0.0

0

0.0

0

6,754

0

0

0.0

0

0

8,989

10,521

0

0

9,887 9,319

898,818

0

9,319

0.00

7,532

0.00

5,178

0

0

0

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

9,887

（内）非常勤職員分

0

529,550 526,050

8,787

0

0.81

6,990

0

0

0

836,889

1.01

0

0

8,630

0

成果指標名（2)

11

○まちづくり景観審議会の開催
○景観専門部会の開催
○土地利用専門部会の開催

0

0

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

都市整備部まちづくり推進課担当部課名

まちづくり景観審議会の運営 367

362

1,891

0

7

80

成果指標名（1)

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

実績 実績

77

杉並区まちづくり条例や杉並区
景観条例の規定に基づき、所定
の手続きを行う区民や団体

8077

活動指標（2）

単位
23年度

20

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○杉並区まちづくり条例等に基づく良好な景観や市街地形
成を推進していくための区長の諮問に対する調査・審議や
答申

事業開始

計画
区分

まちづくり景観審議会の開催回数（専門部会含む）

杉並区まちづくり景観審議会条例

根拠
法令
等

杉並区まちづくり条例・杉並区景観条例

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

連絡先
電話番号

予算事業区分

3362

実績

9

杉並区のまちを美しいと思う人の割合

26年度
計画

45.0

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

78.579

区民意向調査による

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

0.00

20

542

0.00

1.00

94

0

1,891

0.60

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

14

1,576

1.01

0.00
0.00

事業費

545

898

0

179

0

常勤職員数

0 0

施設維持管理

活動指標（1）

542

0

0.0

0

00

0.0

6,754

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

545

（内）再任用職員分

再任用職員数

1.00

0

0.00

532

107

0

482,429

既定事業

0.00

25年度予算執行率（%）

25年度

0.00

0 0

8,700

特記事項

99.4

28.7

0.00 0.00

実行計画事業平成 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

回

回

）

事業費（千円）内　　　容

その他（

（1）主な取組

評価と課題

111

　平成２１年７月から、杉並区まちづくり景観審議会条例に基づき、良好な市街地や景観づくりの推進
についての区長の諮問に応じ、答申を行うため、杉並区まちづくり景観審議会を運営しています。審議
会のもとに土地利用専門部会及び景観専門部会が設置され、それぞれ調査及び審議を行っていま
す。

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

324

　まちづくり条例等の規定に基づき、審議・答申などを円滑に進め、まちづくりに対する区民の要望に
対して適切な提言が求められます。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

1

規模

8

議事録作成委託等

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

107

景観専門部会の開催

　まちづくり景観協定の認可やまちづくり協議会の認定、まちづくり構想に係る提案についての審議及
び答申を行ってきました。また、土地利用専門部会や景観専門部会の審議等を通して、まちづくり条例
に基づくまちづくり及び景観条例に基づく良好な景観づくりを推進しています。今後とも円滑な審議会
運営に努め、快適な生活を営むことができる魅力あるまちなみの形成に寄与するため、参画と協働の
まちづくりを進めていきます。

　審議会の調査・審議等を通し、参画と協働による良好なまちなみづくりの推進が求められています。

杉並区まちづくり景観審議会の開催

367整理番号

今後の予測

　まちづくり施策を総合的に、また計画的に進めるために、杉並区まちづくり条例が制定されました。平成２１年には景観条例
に基づき区内全域を景観計画区域に定めるとともに、まちづくり条例を改正し、杉並区まちづくり景観審議会が設置されまし
た。今後も協働と参画によるまちづくりを推進するために、条例等に基づき適正な審議・答申を行うことが必要です。

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 5 項 1 目 4 事業 1

係名

58 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 回

2 件

3 件

4

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0

0

10,000

　執行残は、審議会の開催回
数実績が計画を下回ったこと
によります。

0

0

10,090

10,000

721,143

財
源

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

0

受益者負担分 0

特定財源計
(16+17+18+19)

0.0

国からの
補助金等

0その他の
補助金等

0

9,922

0

都からの
補助金等

0

0

0

9,006 10,096

0.0 0.0

0

0

0

0

6,904

555,556 551,222

8,265

00

0

8,285

0

0

0

720,714

0

0

10,090

6,904

0

9,006

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

都市計画担当
昨年度

整理番号

事務事業名

都市整備部都市計画課担当部課名

建築審査会運営 379

374
連絡先

電話番号
3505

成果指標名（2)

13

○建築審査会の開催、運営等の事務局事務を行う。

34

34活動指標（2）

単位
23年度

18

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

60

活動指標（1）

　審査会に提出された同意議案や審査請求について、建築
審査会委員が、関連法規に則り、慎重かつ適正な審議、裁
決が行えるよう事務処理を行います。

成果指標名（1)

成果指標（1）

同意議案・審査請求件数

予算事業区分

実績

14

同意議案件数

26年度
計画

77.8

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

開催回数

行政不服審査法

根拠
法令
等

建築基準法

既定事業

68.8

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

18

非常勤職員数

1,831

15

0 0

0.81

0.00
0.00

129

成果指標（2）

計画
（目標値）

64

実績

34

14

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

4360

44

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

事業開始

計画
区分

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

特定行政庁・許可申請者・審査
請求人

60
指
標 33

25年度

1,797

9,922

71.7

59.81,805

特記事項

9,922

0

0.80

0.00

25年度予算執行率（%）3,018

（内）再任用職員分

再任用職員数

0.80

0

受益者負担比率
（16÷14）

0.960.95

0.000.00
（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

0

692,769

人
件
費

（内）非常勤職員分

7,209

施設維持管理

64

実績

18

64

3,0183,040

0

0.00

131

0.80

29

0

0
0

事業費

0

32

0

常勤職員数

（内）投資的経費等

129

0.00 0.00

0.000.00

0 0

6,960

0

10,096

0.0

0

0

0

0.0

0

9,922

0

00

0.00

551,222

0

0.0

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

回

）

評価と課題

1,805

　平成11年度に建築基準法が改正されて以降、区内でも指定確認検査機関による建築確認が数多く
行われるようになりました。しかし、指定機関による確認の場合でも、建築基準法において特定行政庁
が建築審査会の同意得て許可すると定められた事項(第43条第1項ほか)については、制度上の変更
はありません。従って、同意議案の件数は、平成11年度～平成24年度まで毎年30～50件程度で推移
しています。また、審査請求については、おおむね年間に１～２件程度提起されています。

内　　　容

その他（

事業費（千円）

　杉並区は、23区の中で江戸川、世田谷、練馬に続いて同意議案件数が多く(25年度43件)、審査請
求の裁決とともに、建築審査会の果たす役割は大きくなっています。審査会の同意や裁決を待つ建築
主や住民等の期待に応えるためには、毎月の審査会の審議等が迅速に行われるよう、事務局が適切
に事務処理を進める必要があります。

　審査会の同意や審査請求の裁決は、速やかに結論を出すようにしてほしいとの要望が寄せられてい
ます。

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

　建築審査会は、建築基準法第78条以下の規定に基づく法定機関です。今後とも、法令に基づき適正な運営を継続していく
必要があります。

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

建築審査会の開催

（1）主な取組

　杉並区では、建築審査会の同意を必要とする議案の大多数が、建築基準法第43条第1項(敷地等と
道路の関係)に関するものです。杉並区では、接道条件の整わない敷地が一定程度存在するため、同
意議案件数は、着工件数にほぼ比例すると考えられ、今後も昨年度並みか、やや上昇すると考えられ
ます。また、審査請求については、指定確認検査機関が行った建築確認の分も含めて、年間で１～数
件程度の提起を見込んでいます。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

14

379整理番号

規模

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

0

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

同意議案のほか、審査請求の提起が１件ありました。ただし年度末提起のため、裁決は平成26年度の
見込みです。

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し



款 5 項 1 目 4 事業 2

係名

34 年度 目標 施策
計画
事業

(1)

(2)

(1)

(2)

1 件

2 件

3 ％

4 ％

5 千円

6 千円

7 千円

8 人

9 人

10 人

11 千円

12 千円

13 千円

14 千円

15 円

16 千円

17 千円

18 千円

19 千円

20 千円

21 千円

22 ％

0.00 0.00

0.000.00

0 0

43,500

特記事項

108.8

86.9

0.0

25年度予算執行率（%）

○平成23年度と比較して平成
24年度以降の事業費が減少し
たのは、平成23年度に「ブロッ
ク塀等の基礎調査」が終了した
ためです。
○予算執行率が90％未満で
あったのは、定期報告に係る
業務委託が単価契約となって
おり、報告件数によって事業費
の増減があるためです。

3.50

0.00

2,968

2,888

5.09

既定事業

7,643

（内）再任用職員分

再任用職員数

0

40,064

5.00

0

受益者負担比率
（16÷14）

（内）投資的経費等

非常勤職員数

0

0

3,346

0

0.0

0

3,860

0

19

0

施設維持管理

30

活動指標（1）

老朽危険建物等の改善件数

老朽危険建物等の改善率

改善件数÷区が把握する老朽危険建物等件
数

3,104

5.14

0.00
0.00

事業費

3,558

10,331

0

10,267

0

常勤職員数

25年度

93.3

計画（目標値）に
対する25年度の

達成率（%）

5,242

16.3

3,219

81.4

実績

1.00

5,441

3,119

0.00

4.75

2,926

0

15

3,570

上位施策No・施策名 ☆☆☆左の欄に施策№を入れてください☆☆☆

算定式・指標
の説明等

24年度

内部管理

87.180.0

14

報告件数÷報告対象建築物等件数

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

連絡先
電話番号

予算事業区分

3348

実績

4,737

定期報告率

26年度
計画

87.1

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

事業開始

計画
区分

定期報告件数

東京都建築安全条例

根拠
法令
等

建築基準法及び同施行令等

事
務
事
業
の
概
要

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

対象

住宅・建築物の所有者、管理者

78.0

35.0

64.4

活動指標（2）

単位
23年度

5,641

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○建築物等における事故を未然に防止するとともに、大規
模地震時の建物等の倒壊等を防ぎ、災害に強い安全なまち
づくりを促進する。

成果指標名（1)

20.0 20.0

指
標 成果指標（1）

成果指標（2）

計画
（目標値）

15

実績

36

3,658

0

4,796

25.0 17.4

80.085.0

平成26年度　杉並区事務事業評価表（1） 
整理番号

建築防災係
昨年度

整理番号

事務事業名

都市整備部建築課担当部課名

既存建築物等の適正管理指導 380

375

成果指標名（2)

4,346

○一定規模以上の建築物等について定期的に管理状況の
調査報告を求め、問題のあるものについて改善指導を行う。
○老朽危険建物、擁壁等の所有者等に対し、適正に管理を
行なうよう指導する。

0

0

40,993

8,190

44,544

00

0

43,927

0

0

0

0

9,928

5.12

0

0

1.00

47,031

0.00

30,205

2,780

44,563

（内）常勤職員分

総事業費
（5+11+12+13）

人
件
費

56,077

（内）非常勤職員分

45,746

0

0

56,077 47,512

12,903

0

0

8,360

0

47,512

0

0.0

0

44,563

0

受益者負担分 0

0.0

0

0.0

0

40,064

0

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

差引：一般財源
（14-20）

（内）委託費

単位あたりコスト
（（14-6）÷1）

職
員
数

00

特定財源計
(16+17+18+19)

国からの
補助金等

その他の
補助金等

47,158

都からの
補助金等

47,158

9,907

財
源

0

0.0

0

0

0

47,031

0

0

実行計画事業昭和 主要事業（経営計画書掲載事業）



単位

件

件

）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

事
業
環
境
の
変
化

○定期報告率の向上、管理上問題のある建築物に対する指導については、これまでにも増してきめ細やかな対応を目指しま
す。
○老朽危険建物等への対応にあたっては、住宅課と環境部が共管している中央進行管理事業の「空き家の利活用を含めた
対応」の情報に傾注し、環境課及び高齢者在宅支援課等と連携・協力して個々の事情にあわせた指導に努めます。
○既存建築物等の適正な管理指導は、災害に強いまちづくりにとって欠かすことができないことから、定期報告率の向上や老
朽危険建物等の改善に、より力を入れていく必要があると考えます。

380整理番号

今後の方向性
（見直しの視点）

事業に対する意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

Ⅰ　事業コストの方向性

Ⅱ　事業の方向性

特殊建築物等の定期調査、検査報告

老朽危険建物等に対する改善指導

老朽危険建物等の安全化指導は、粘り強い要請等で一定の成果をあげていますが、私権上の制約に
より、結果が出せないものもあります。今後も環境・福祉分野との連携が必要なことが課題です。
定期報告制度は、所有者等の建物の適正な維持管理に関する意識を高めることとなり、防災・減災の
観点から災害に強いまちづくりに結びついていると考えられます。課題としては、昇降機以外の定期報
告の報告率を高めることがあげられます。

○老朽危険建物等に関する区民からの要望の多くは、屋根瓦の落下や外壁の亀裂・剥がれなどによ
る近隣への影響に対処してほしいというものです。

○定期報告対象件数は、今後も増加が見込まれます。
○老朽危険建物等は、今後も増加する傾向にあります。

事業開始当初から
現在までの変化

平成26年度　杉並区事務事業評価表(2)          

4,737

規模

14

事務費・消耗品購入・郵送料

（2）事業実績
（協働、行革の取組
があれば記入）

2
5
年
度
の
事
業
実
施
状
況

0

○定期報告については、建築物、建築設備、昇降機合わせて4737件の報告を受けました。
○老朽危険建物等については、区が把握する老朽危険建築物等の86件のうち14件が是正されまし
た。

178

事業費（千円）

（1）主な取組

評価と課題

2,926

○平成17年6月1日に施行された法及び規則改正により、定期報告の閲覧用の書類として、定期調査
報告概要書の提出が義務づけられました。
○平成20年4月1日に施行された規則改正により、調査及び検査の詳細化が図られました。
○管理が不十分なブロック塀等の指導については、平成25年度から防災まちづくり担当に所掌事務が
移管しました。

内　　　容

その他（

拡　充 現状維持 縮　小 その他

手段・方法の見直し 対象の見直し実施主体の見直し


	086印鑑登録事1
	H26評価表

	087住居表示の管理1
	H26評価表

	088区民事務所等の管理・運営1
	H26評価表

	098中小企業勤労者福祉事業会計繰出金
	H26評価表

	100【企画1】緊急雇用創出臨時特例交付金事業2
	H26評価表

	101【企画1】保健福祉部一般管理
	H26評価表

	103民生（児童）委員活動
	H26評価表

	104社会福祉協議会に対する助成等1
	H26評価表

	110地域福祉活動の推進
	H26評価表

	114福祉サービス第三者評価
	H26評価表

	120更生事業等
	H26評価表

	125【企画課1】社会福祉法人の認可・指導
	H26評価表

	126高額療養費等資金貸付基金繰出金
	H26評価表

	127保健福祉部国庫支出金返納金
	H26評価表

	128保健福祉部都支出金返納金
	H26評価表

	129国民健康保険事業会計繰出金1
	H26評価表

	130国民健康保険財政基盤安定繰出金
	H26評価表

	131臨時福祉給付金給付事業1
	H26評価表

	158老人保健医療等事務
	H26評価表

	168老人保健医療諸費等
	H26評価表

	169介護保険事業会計繰出金
	H26評価表

	170後期高齢者医療事業会計繰出金
	H26評価表

	171後期高齢者医療財政基盤安定繰出金
	H26評価表

	309国民年金事務
	H26評価表

	310保健所一般事務
	H26評価表

	353都市整備部一般管理１
	H26評価表

	354都市計画審議会運営１
	H26評価表

	367【企画1】まちづくり景観審議会の運営２
	H26評価表

	379建築審査会運営
	H26評価表

	380既存建築物等の適正管理指導
	H26評価表
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